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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 (百万円) 43,438 46,808 51,321 45,546 39,243

経常利益 (百万円) 2,214 3,058 3,602 1,423 1,082

当期純利益 (百万円) 1,991 3,548 2,357 417 573

純資産額 (百万円) 15,775 19,063 20,440 19,737 20,385

総資産額 (百万円) 48,797 48,814 48,903 49,672 47,778

１株当たり純資産額 (円) 184.97 221.80 237.97 229.27 236.61

１株当たり当期純利益金額 (円) 23.35 41.63 27.64 4.89 6.73

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 32.33 38.75 41.49 39.34 42.21

自己資本利益率 (％) 13.73 20.46 12.02 2.09 2.89

株価収益率 (倍) 14.1 7.3 10.9 21.1 18.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 3,356 3,022 1,857 2,651 3,797

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △483 △620 △1,059 △815 △527

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,183 △5,867 △1,262 4,120 △2,227

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 8,820 5,356 4,889 10,832 11,876

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕
(名)

1,411

[270]

1,403

[303]

1,390

[314]

1,400

[336]

1,409

[320]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　平成19年３月期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 (百万円) 38,889 42,183 46,866 40,109 33,882

経常利益 (百万円) 1,624 2,557 2,988 815 378

当期純利益 (百万円) 1,701 3,094 1,988 247 226

資本金 (百万円) 7,218 7,218 7,218 7,218 7,218

発行済株式総数 (株) 85,382,19685,382,19685,382,19685,382,19685,382,196

純資産額 (百万円) 13,527 16,149 17,199 16,453 16,709

総資産額 (百万円) 45,148 44,835 44,615 44,580 42,272

１株当たり純資産額 (円) 158.61 189.38 201.73 193.01 196.03

１株当たり配当額 (円) 3.0 5.0 5.0 3.0 3.0

（内１株当たり中間配当額） (円) (－) (－) (－) (－) 　 (－) 

１株当たり当期純利益金額 (円) 19.94 36.28 23.32 2.90 2.65

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 29.96 36.02 38.55 36.91 39.53

自己資本利益率 (％) 13.71 20.85 11.92 1.47 1.36

株価収益率 (倍) 16.50 8.35 12.95 35.48 45.70

配当性向 (％) 15.05 13.78 21.44 103.35 113.31

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕
(名)

1,097

[213]

1,103

[225]

1,077

[249]

1,092

[262]

1,101

[235]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成19年３月期の１株当たり配当額には、創立110周年記念配当２円を含んでおります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　平成19年３月期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

明治29年５月 和田計器製作所として創立。わが国で初めて圧力計の製造を開始。

大正６年５月 株式会社東京計器製作所に改組。

６年７月 光学部門を分離して、三菱合資会社との共同出資により日本光学工業株式会社を設立。

昭和12年３月 航空計器部門を分離して、東京航空計器株式会社を設立。

23年12月企業再建整備法に基づき、株式会社東京計器製作所の第二会社株式会社東京計器製造所として設

立。

24年５月 東京証券取引所に株式を上場。

38年10月油圧機器の販売会社である東京計器販売株式会社を吸収合併。

43年５月 従来の職能別組織を改め、営業、技術、製造を舶用機器、油圧機器、工業機器、航空機器、空調機器の５

事業部に分割した事業部組織を発足。

43年８月 油圧機器の量産専門工場として、東京ビッカース株式会社を栃木県佐野市に設立。

44年12月電子応用機器、計測器の専門工場として、新東京計器株式会社を栃木県矢板市に設立。

45年10月社名を株式会社東京計器と変更。

また、油圧パワーユニット組立専門工場として株式会社東京計器メカニックスを設立し、横浜市鶴

見区矢向に工場を開設（昭和62年に栃木県田沼町（現佐野市）に工場を移転、平成20年に東京計器

パワーシステム株式会社と社名変更）。

48年４月 航空機用及び地上用電子機器、精密計器の専門工場として、第一東京計器株式会社を栃木県那須町

に設立。

48年12月航空製品の部品及び修理契約の代行業務を行うために渋谷区に東京計器アビエーション株式会社

を設立（業務拡充に伴い平成６年に埼玉県飯能市に移転）。

54年10月航空機用電子機器及び精密計器生産工場を、第一東京計器株式会社の敷地内に建設し、操業を開始。

56年４月 生産体制の充実をはかるため第一東京計器株式会社を吸収合併。また、那須の工場設備を拡充し、こ

れらを統合して新たに那須事業所（現那須工場）を開設。

57年４月 電子応用機器、計測制御機器の業務拡充に伴い、生産体制を更に充実させるために新東京計器株式

会社を吸収合併し、矢板事業所（現矢板工場）を開設。

59年10月油圧機器の生産体制の充実をはかるため、東京ビッカース株式会社を吸収合併し、佐野事業所（現

佐野工場）を開設。

62年11月栃木県田沼町（現佐野市）に油圧応用装置の組立を目的として田沼事業所を開設。

63年５月 研究開発体制の強化をはかるため、蒲田本社敷地内に研究所・事務所として本社ビルを新築。

平成２年９月 社名を株式会社トキメックと変更。

また、本社敷地内にインテリジェントオフィスビルを建設。

３年４月 埼玉県飯能市に航空機器・特機の研究・技術部門を拡大・強化するための一環として飯能事業所

を開設。

８年４月 事業領域の見直しと「総合力」「機動性」「効率化」を促進するため、従来のマリンシステム、パ

ワーコントロール、計測の各事業部を統合し、新たに「制御システム事業部」を新設。

９年12月 米国における部品購入のためにロサンゼルスのTECHNOPORT U.S.A.,INC.を当社の子会社とし、社名

をTOKIMEC U.S.A., INC.（平成20年にTOKYO KEIKI U.S.A., INC.と社名変更）に変更。

10年12月韓国における油空圧機器販売の合弁会社TOKIMEC KOREA HYDRAULICS CO.,LTD.（平成16年４月１日

にTOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.と社名変更）を韓国に設立。

12年３月 本社ビルの土地・建物を売却。

12年９月 賃貸用不動産の土地・建物を売却。

13年６月 執行役員制度を導入。

14年４月 「制御システム事業部」を「第１制御事業部」と「第２制御事業部」に改編。

20年10月社名を東京計器株式会社と変更。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社９社及び関連会社２社で構成され、船舶港湾機器、油空圧機器、流体機器、防衛・通信機

器の製造・販売及び修理を行う各事業並びにその他の事業（検品機器、防災機器、鉄道機器の製造・販売及び修理

等）を主な内容とし、更に各事業に関連する物流、その他サービス等の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

船舶港湾機器事業

舶用機器の製造・販売及び修理を当社が行うほか、サービス部品の販売を東京計器カスタマーサービス㈱が、舶用

無線の通信料金の精算、設備の保守管理を㈱モコス・ジャパンが行っております。

＜主な関係会社＞

東京計器カスタマーサービス㈱、㈱モコス・ジャパン

油空圧機器事業

油空圧機器の製造・販売及び修理を当社が行うほか、油圧応用装置の製造・販売及び修理を東京計器パワーシステ

ム㈱が、韓国市場への販売を関連会社TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.が行っております。

＜主な関係会社＞

東京計器パワーシステム㈱、TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.

流体機器事業

流体計測機器の製造・販売及び修理を当社が行っております。

防衛・通信機器事業

防衛関連機器及び通信機器の製造・販売及び修理を当社が行うほか、部品の販売及び修理の一部を東京計器アビ

エーション㈱が行っております。

＜主な関係会社＞

東京計器アビエーション㈱

その他の事業

印刷物等の検品機器の製造・販売を当社が行うほか、鉄道用測定機器の製造・販売及び検測業務の請負を東京計器

レールテクノ㈱が、道路及びトンネル用計測・自動制御機器等の製造・販売を東京計器コンストラクションシステ

ム㈱が、電子機器及び部品等の販売をTOKYO KEIKI U.S.A., INC.が、防災機器の製造・販売業務の代行、当社グルー

プの製品等の荷造・梱包等、不動産の管理・斡旋を東京計器テクノポート㈱がそれぞれ行っております。また、当社

グループの情報処理業務、ソフトウェアの開発の一部及び総合リース業を東京計器インフォメーションシステム㈱

が行っております。

＜主な関係会社＞

東京計器レールテクノ㈱、東京計器コンストラクションシステム㈱、TOKYO KEIKI U.S.A., INC.、東京計器テクノ

ポート㈱、東京計器インフォメーションシステム㈱

（注）１　前連結会計年度まで連結子会社であった㈱オズウェブテクノロジーは、平成21年７月31日付で清算結了し

たため、子会社ではなくなりました。

　　　２　前連結会計年度まで関連会社であった盛岡特機㈱は、当社が保有する株式を全て売却したため、関連会社では

なくなりました。
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　事業の系統図は次のとおりであります。

　

　子会社及び関連会社は次のとおりであります。

連結子会社  

東京計器アビエーション㈱ 航空機器に関連する機器及び部品の修理並びに販売

東京計器カスタマーサービス㈱ 舶用機器の部品販売

東京計器パワーシステム㈱ 油圧応用装置の製造及び販売

東京計器インフォメーションシス

テム㈱

情報処理サービス業務、ソフトウェア開発、総合リース業、ファクタリ

ング業

東京計器テクノポート㈱ 不動産の管理・斡旋、防災機器の製造・販売業務の代行、建物保守管理

業、製品梱包業、保険代理業

東京計器コンストラクションシス

テム㈱

計測機器・自動制御機器等の製造及び販売

東京計器レールテクノ㈱ 鉄道用測定機器の製造及び販売、鉄道軌道検測業務の請負

㈱モコス・ジャパン 舶用無線の通信料金の精算、設備の保守管理

TOKYO KEIKI U.S.A., INC.電子機器及び部品等の販売

関連会社  

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL 

CO.,LTD.

油空圧機器の製造及び販売

TOKIMEC KOREA HYDRAULICS 

(Wuxi) CO.,LTD.

油圧機器の製造及び販売
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）            

東京計器アビエーション㈱

（注２、４）

埼玉県

飯能市
20 防衛・通信機器 100

当社製造製品を販売しております。

なお、当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等……有

東京計器カスタマーサービス㈱
東京都

大田区
50 船舶港湾機器 100

当社製造のサービス部品を販売しておりま

す。

役員の兼任等……有

東京計器パワーシステム㈱
東京都

大田区
70 油空圧機器 100

当社製造製品を使用した装置の製造販売をし

ております。なお、当社所有建物を賃借してお

ります。

役員の兼任等……有

東京計器インフォメーションシス

テム㈱

東京都

大田区
50 その他 100

当社情報処理サービス業務の受託、当社リー

ス契約の受託をしております。

役員の兼任等……有

債務保証しております。

東京計器テクノポート㈱
東京都

大田区
80 その他 100

当社防災機器の製造・販売業務の代行をして

おります。

役員の兼任等……有

東京計器コンストラクションシス

テム㈱

東京都

大田区
30 その他 100

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

債務保証しております。

東京計器レールテクノ㈱
東京都

大田区
60 その他 70

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

㈱モコス・ジャパン
神奈川県

横浜市
32 船舶港湾機器 100

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

TOKYO KEIKI U.S.A., INC.

米国

カリフォル

ニア州

50千

米ドル
その他 100

当社製造の部品を販売しております。

役員の兼任等……無

（持分法適用関連会社）            

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL 

CO.,LTD.

韓国

ソウル

1,750百万

ウォン
油空圧機器 28.57

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

その他１社
 

 

 

 
     

 

 

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社に該当しております。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　東京計器アビエーション㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

同社の主要な損益情報等　①　売上高　　　 　6,588百万円

②　経常利益　　　　 210百万円

③　当期純利益　　　 119百万円

④　純資産額　　　　 750百万円

⑤　総資産額　　 　2,106百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （平成22年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

船舶港湾機器事業 199 [93]

油空圧機器事業 275[104]

流体機器事業 84 [17]

防衛・通信機器事業 514 [46]

その他の事業 115 [32]

全社（共通） 222 [28]

合計 1,409[320]

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 （平成22年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,101[235] 41.4 19.2 5,798

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループは正常な労使関係を保っており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、国内外における景気対策の効果により昨年９月頃から中国を始めとした

アジア地域向けを中心に輸出が増加しましたが、円高や、デフレの進行が外需に依存した国内企業の収益を圧迫し

企業の設備投資意欲を減退させる等、国内景気の自律的回復までには至りませんでした。

　このような状況の下、当社グループは、「既存事業の効率化と高付加価値化の推進によるさらなる収益の改善」、

「強固な収益基盤の確立と成長に向けた事業構造の改革」、「人材の育成と組織力の強化」を基本方針として掲

げ、具体的には徹底した効率化による変動費・固定費の削減、既存事業の競争優位を強化するための研究開発投資、

グローバル化推進の一環としての業務資本提携、企業価値向上を目的とした成長戦略推進委員会の発足と、その活

動を通した事業戦略の策定と人材育成等に取り組んでまいりました。

　以上の結果、当社グループの当連結会計年度における受注高は、防衛・通信機器が前期を上回りましたが、船舶港

湾機器、油空圧機器、流体機器が前期を下回り、グループ全体では34,234百万円と前期比18.5％の減少となりまし

た。売上高も受注高と同様に防衛・通信機器が前期を上回りましたが、船舶港湾機器、油空圧機器、流体機器が前期

を下回り、グループ全体では39,243百万円と前期比13.8％の減少となりました。

　損益面では売上高が減少したことにより、経常利益は1,082百万円と前期比342百万円の減益となりましたが、当期

純利益は特別損失及び法人税等が減少したことにより573百万円と前期比157百万円の増益となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

〔船舶港湾機器事業〕

　当事業の商船市場では、鉄鉱石等のドライバルクの輸送需要が持ち直してきたものの、未だ世界的な海上荷動きは

活性化しておらず、海運会社の業績は低迷し、新造船向けの需要及び在来船向けの換装需要が大きく減少した結果、

受注、売上とも前期を大幅に下回りました。

　内航船市場では、市況の長期低迷により受注は前期を下回りましたが、レーダーや電子海図情報表示装置が貢献し

た結果、売上は前期を上回りました。

　海外市場では、OEMジャイロコンパスが堅調に推移しましたが、韓国、中国の造船所における海運会社からの新造船

に対する発注取消しや納入延期の要請が増加したことに加え、欧米における需要が低迷した結果、受注、売上とも前

期を大幅に下回りました。

　船舶関連商品の保守用部品の販売は、廃船や係船が増加したこと等により部品販売や機器の定期整備が減少し、受

注、売上とも前期を下回りました。

　このような状況の中、商船市場向けにジャイロコンパスの追加装備・換装用ユニットAGI-50/80及び高速IP通信が

可能なインマルサットFleetBroadband携帯移動地球局TRF-250/500を市場投入しました。

　この結果、当事業全体として売上高は10,356百万円と前期比2,278百万円（18.0％）の減少、営業利益は673百万円

と前期比513百万円（43.3％）の減少となりました。

〔油空圧機器事業〕

　当事業のプラスチック加工機械市場、工作機械・産業機械市場、建設機械市場では、昨年11月頃より市況は徐々に

回復してきているものの、国内市場の設備投資抑制から依然として需要は低迷し、受注、売上ともに前期を大幅に下

回りました。

　海外市場では、韓国、台湾、中国等アジアにおいて昨年10月以降の景気回復基調により需要が増加した結果、受注は

前期を大幅に上回りましたが、売上は前期を下回りました。

　油圧応用装置は、船舶関連以外の市場が設備投資抑制の影響を受けて低調に推移したため受注は前期を下回りま

したが、売上は前期に受注したバルクキャリア船向けハッチカバー開閉装置が堅調に推移したため前期を上回りま

した。

　このような状況の中、油圧ショベル用の新型コントローラー及びモニターを市場投入しました。

　この結果、当事業全体として売上高は8,315百万円と前期比3,576百万円（30.1％）の減少、営業損失は553百万円

（前期営業利益369百万円）となりました。

〔流体機器事業〕

　当事業の官需市場では、上水道市場においては水質の向上を目指した高度処理設備の導入や震災対策設備の拡充

等が期待されていたものの公共投資が低調に推移したことに加え、農業用水市場における水管理システムの発注延

期等による影響もあり、受注、売上ともに前期を下回りました。

　民需市場では、接岸速度計の老朽化更新が堅調に推移したこと、河川からの取水管理の強化に伴い電力会社向けの

流量計の需要が増加したことにより、受注、売上ともに前期を上回りました。

　この結果、当事業全体として売上高は2,159百万円と前期比208百万円（8.8％）の減少、営業利益は269百万円と前
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期比59百万円（18.1％）の減少となりました。

　

〔防衛・通信機器事業〕

　当事業の防衛市場では、F-15主力戦闘機用レーダー警戒装置APR-4Aの電子防御装置改修事業への参画や対潜哨戒

ヘリSH-60K用逆探装置HLR-108C、また、捜索用レーダー装置FPS-4の構成品等の需要増により、受注は前期を上回り

ましたが、F-2支援戦闘機用ESM装置の修理減やMLRS多連装発射装置用の部品納入が前期で完了したこと等が影響

し、売上は前期を下回りました。

　海上交通機器市場では、海上保安庁向けレーダー及びVTS関連装置等の需要が増加し、受注、売上ともに前期を大幅

に上回りました。

　通信機器市場では、国内外における次世代通信のインフラ整備が依然として冷え込んでいるものの、海上保安庁向

けの衛星通信用アンテナスタビライザー等が貢献し、受注は前期を上回りました。売上については、前述のインフラ

整備の低迷により前期を下回りました。

　このような状況の中、海上保安庁向けにポータブルタイプの航空機搭載用AIS（船舶自動識別装置）トランスポン

ダーを市場投入しました。また、マイクロ波加熱装置用の高出力発振器を開発し、市場投入しました。

　この結果、当事業全体として売上高は14,432百万円と前期比206百万円（1.4％）の増加、営業利益は518百万円

（前期営業損失639百万円）となりました。

〔その他の事業〕

　検品機器は、印刷市場や素材市場等、関連業界全般における設備投資抑制の影響を受け、受注、売上ともに前期を下

回りました。

　防災機器は、景気低迷による設備投資抑制の影響から受注は前期を下回りましたが、売上は前期に受注した案件

や、部品・修理工事の拡販に努めたことにより前期を上回りました。

　道路関連機器及びトンネル関連機器等は、道路関連の計測器の需要増や海外トンネル工事向け機器販売が好調に

推移し、また、地方自治体向け地震計用加速度センサーの換装需要が増加したこと等により、受注、売上ともに前期

を大幅に上回りました。

　鉄道機器は、探傷車等の大規模定期修繕の集中による検測・点検等の役務工事及び探傷器等の検測機器の販売が

好調に推移しましたが、大型案件である探傷車の引き合いがなく、受注、売上ともに前期を下回りました。

　情報システムの開発業務及び情報処理サービス業務は、景気低迷により需要が大きく減少し、受注、売上ともに前

期を大幅に下回りました。

　この結果、当事業全体として売上高は3,980百万円と前期比448百万円（10.1％）の減少、営業利益は116百万円と

前期比162百万円（58.2％）の減少となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は11,876百万円と前連結会計年度末に比

べて1,044百万円（9.6％）増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。　

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

　営業活動の結果得られた資金は3,797百万円（前期比1,146百万円<43.2％>増加）となりました。その主な要因は、

税金等調整前当期純利益970百万円、減価償却費1,098百万円、売上債権の減少1,093百万円及びたな卸資産の減少

853百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

　投資活動の結果使用した資金は527百万円（前期比289百万円<35.4％>減少）となりました。これは主に、投資有価

証券の取得による支出168百万円及び固定資産の取得による支出438百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

　財務活動の結果使用した資金は2,227百万円（前期は4,120百万円の獲得）でした。その主な要因は、短期借入金の

純減少1,600百万円、長期借入れによる収入1,000百万円、長期借入金の返済による支出1,363百万円及び配当金の支

払256百万円によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

船舶港湾機器事業 9,143 △12.9

油空圧機器事業 7,882 △29.6

流体機器事業 2,159 △8.8

防衛・通信機器事業 14,286 3.2

その他の事業 2,638 △14.3

合計 36,108 △11.9

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

船舶港湾機器事業 7,355 △41.8 5,947 △33.5

油空圧機器事業 8,782 △21.7 2,804 20.0

流体機器事業 2,044 △13.6 58 △66.2

防衛・通信機器事業 12,189 7.1 9,987 △18.3

その他の事業 3,864 △12.1 733 △13.5

合計 34,234 △18.5 19,529 △20.4

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

船舶港湾機器事業 10,356 △18.0

油空圧機器事業 8,315 △30.1

流体機器事業 2,159 △8.8

防衛・通信機器事業 14,432 1.4

その他の事業 3,980 △10.1

合計 39,243 △13.8

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

防衛省 7,536 16.5 7,545 19.2

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　今後のわが国経済は、中国をはじめとするアジア諸国への輸出増加等、海外経済の回復を背景に、景気の持ち直しが

期待される一方、先進国を中心とした雇用情勢の一層の悪化や為替変動、金融不安の影響、国内におけるデフレの進行

等、景気を下押しするリスクを含んでおり、先行きが不透明な状況が続くものと考えられます。

　このような認識の下、当社グループが対処すべき課題は、早期の需要回復が望めない中で引き続き業務の効率化によ

り変動費・固定費を削減し損益分岐点を下げ、収益の極大化を図ることで企業基盤を強固なものとすることでありま

す。また、競争優位を継続的に創出して「成長サイクル」の確立を目指すとともに、外部環境の変化に対しても柔軟に

対応できる企業体質に変革していくことであります。

　これらの課題を達成するため、引き続き徹底したコストダウンを図り、業務の見直し等によって経費を抑制して収益

力強化に努めてまいります。競争優位の継続的な創出につきましては、成長戦略推進委員会から答申された基本戦略

を実行計画に落とし込み、船舶港湾機器事業、油空圧機器事業、流体機器事業及び防衛・通信機器事業等で「成長サイ

クル」の構築を加速させてまいります。また、外部環境の変化に柔軟に対応する企業体質への変革につきましては、今

期に業務資本提携を締結した流量計製造大手企業との連携により、アジアを中心とした海外の水市場へ積極的な展開

を図ります。さらに国際競争力の強化に向けた営業、生産、サービスの拠点整備に注力してまいります。一方、周辺領域

への事業拡大に向けては、事業譲受、事業・業務提携、Ｍ＆Ａ等も検討してまいります。

　加えて、ステ－クホルダーから一層の信頼を得るため、コーポレート・ガバナンスを強化し、財務報告の信頼性確保

を含め、企業としての内部統制の充実に努めてまいります。

　なお、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、一切の関係遮断を目的として毅然とした態度

で対応してまいります。

 

　株式会社の支配に関する基本方針については、次のとおりであります。

　当社グループは、計測・認識・制御という働きを最先端技術で商品化し、これをお客様に提供することを通じて社会

に貢献していくことを経営理念として掲げ、顧客満足のための指針はもとより環境保護や法令遵守といった７つの行

動指針 ― ①創意工夫と弛まぬ努力で最高の技術と商品の開発を目指します。②市場のニーズを先取りした新商品・

新事業の創出に努めます。③安全で安心できる商品・サービスを提供し、お客様の信頼に応えます。④自己を研鑚し、

それぞれの分野での第一人者を目指します。⑤法令等を遵守し、社会人として誠実で良識ある行動に努めます。⑥美し

い自然を守り、貴重な資源を大切にします。⑦会社の方針を共有し、情熱と使命感を持って目標達成に注力します。― 

のもと従業員が日々研鑚しています。当社グループは、企業価値向上のための諸施策の実施及び企業価値向上の実現

は、これらを実践する従業員の高いモラルと実行力が最も重要な要因と認識しています。すなわち、経営者と従業員が

目標を共有化し、ともに経営理念や行動指針を具体的な形として事業に反映させていくことが当社グループの企業価

値を向上させ、ひいては株主共同の利益の維持・向上に繋がるものと認識しています。

　しかしながら、当社に対してこのような認識とは異なる者から買収提案が行われた場合には、これを受け入れるか否

かは株主の皆様が判断すべきですから、このような判断の機会を確保し、更には当社取締役会が株主の皆様に代替案

を提案するために必要な情報と相当な検討期間を確保し、買収提案者との交渉を可能とすることにより、当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益を低下させる買収を抑止することを目的として、当社は平成19年５月10日に開

催された取締役会において、買収提案者が具体的買付行為を行う前に取るべき手続を明確かつ具体的に示した「大規

模買付ルール」（買収防衛策）（以下、「本ルール」といいます。）を決議し、平成19年６月28日に開催の第76回定時

株主総会に提出、承認されました。また、その後の買収防衛策を巡る種々の動向や企業買収に係る裁判例及び法令改正

を踏まえ、平成22年４月28日の当社取締役会において、本ルールの継続を決議し、平成22年６月29日に開催の第79回定

時株主総会に本ルールの継続を提案し、承認されました。

 

(1)本ルールの概要

　① 本ルールの発動にかかる手続の設定

　本ルールは、当社の発行する株券等に対する20％以上の買付けもしくは20％以上となる買付けを行おうとする

行為又はその提案（以下、「大規模買付行為」といいます。）に対し、事前に当該大規模買付行為等に関する情報

の提供を求め、当該大規模買付行為等についての分析・検討を行う時間を確保したうえで、株主の皆様に当社グ

ループの中期経営計画や代替案等を提示したり、大規模買付者等との交渉等を行っていくための手続、更には大

規模買付者に対する対抗措置発動の可否を株主総会に諮る、あるいは取締役会が対抗措置の発動を決議するなど

にいたる手続を定めています。

　② 取締役会の恣意的判断を排除するための特別委員会の利用

　本ルールにおいては、原則として具体的な対抗措置の実施、不実施の判断について当社取締役会の恣意的判断を

排除するため、特別委員会規程に従い、当社と全く関係のない大学教授、弁護士、公認会計士等の有識者から構成

される特別委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性・公正性を確保

することとしています。なお、特別委員会は以下の委員により構成されています。

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

有価証券報告書

12/96



　＜特別委員会委員＞

中東　正文（名古屋大学大学院法学研究科教授）

髙山　崇彦（ＴＭＩ総合法律事務所パートナー弁護士）

松崎　信　（千葉商科大学大学院会計ファイナンス研究科教授、荏原実業株式会社監査役）

 

(2)本ルールの合理性

　① 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　本ルールは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足しています。

　② 株主意思を重視するものであること

　本ルールの有効期間は、平成19年度定時株主総会（平成19年６月28日開催）において本ルールの導入を決議後

３年間とし、平成22年度の定時株主総会以降３年ごとに、定時株主総会において、株主の皆様のご信任を得ること

としています。

　③ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　特別委員会によって、当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、特別委員会の判断の概要について

は株主の皆様に情報開示することとされており、本ルールの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

　④ 合理的な客観的要件の設定

　本ルールは、合理的かつ客観的な要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会に

よる恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

　⑤ 第三者専門家の意見の取得

　大規模買付者等が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、外部専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるものとしていま

す。これにより、特別委員会が当社取締役会に提示する勧告の公正性、客観性がより強く担保される仕組みとなっ

ています。

　⑥ デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本ルールについては、平成22年度定時株主総会において、本ルール導入、廃止及び対抗措置発動の可否を株主総

会の決議事項とする定款変更議案並びに本ルールの導入をお諮りしておりますので、株主総会決議により廃止で

きない又は時間を要する、いわゆるデッドハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではありません。なお、当社取

締役の任期についても、１年とされております。
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＜大規模買付ルールについてのフローチャート＞

　本チャートは、あくまで大規模買付ルールに対する理解に資することのみを目的として参考として作成されていま

す。
　

　

 ※１　分析検討期間は原則として、60営業日以内としますが、当社取締役会は必要がある場合には、30営業日を上

限として延長します。

 ※２　特別委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動が適当か否か、あるいは発動の適否の判断が困難なの

で最終的に株主意思を確認するのが適当である旨を勧告し、当社取締役会は、この勧告を最大限尊重して、

対抗措置の発動に関して決議を行います。
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４【事業等のリスク】

　「経営成績及び財政状態」に記載した事項に関連して、当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼ

す可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在に

おいて当社グループが判断したものであります。また、以下は当社グループの全てのリスクを網羅したものではあり

ません。

(1）内外経済の変動

　当社グループは、国内のみならず、アジア、欧州等の様々な国又は地域に商品を供給しています。従って、これらの

国又は地域の市場における経済状況の影響を受けることが懸念されます。対象市場での当社商品に対するニーズの

変化、景気の後退、為替レートの変動等その他予測せざる事態の発生、それに伴う需要の縮小は当社グループの業績

及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2）新商品の開発

　当社グループは、顧客の満足する高付加価値商品の開発・市場投入に継続的に注力していますが、革新的新技術の

台頭、顧客要求の変化、新たな法的規制等に対して当社グループの予測が適切でなく、商品化の遅れ等により市場の

需要に追従できずに、機会損失を生み出す可能性があります。このような場合には、将来の成長と収益性を鈍化さ

せ、業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）官公庁との取引

　当社グループは、直接又は間接的に、防衛省等の官公庁と多くの商品及び修理に関する取引があります。官公庁の

予算規模の縮小に伴う調達方針の変更により調達数量が減少する場合は、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。また、当社が他社から購入している電子部品の製造中止が増加傾向にあり、官公庁の

修理要求に備えるため、これらの部品の在庫量が増える可能性があります。当社グループは、絶えず動向に注意し、

設計変更等を含めて対応を図るよう努力していますが、この在庫負担の増大も当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

(4）長短金利の変動

　当社グループは、棚卸資産の圧縮、売上債権の回収促進等でキャッシュ・フローの改善による有利子負債の削減に

取組んでいますが、平成22年３月31日現在の有利子負債残高は14,354百万円であり、売上高39,243百万円、総資産

47,778百万円となっておりますので、長短金利の上昇等が当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能

性があります。

(5）価格競争

　当社グループの市場における価格競争は、大変厳しいものとなっており、今後もこの傾向は継続するものと予想さ

れます。当社グループは、価格競争力を高めるためにトータルコストダウンを最優先課題として取組んでいますが、

新たな競合先の台頭、競合他社の低価格商品の投入等により、更に価格競争が激化し、収益性が低下することが懸念

されます。価格競争力の低下は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6）部品の外部供給元への依存

　当社グループは、重要部品をグループ内で製造するよう努めている一方で、素材、電子部品、モジュール、ユニット

等の多くを外部の供給元に依存しています。当社グループは、安定的な供給が確保できるよう努めていますが、素材

やこれらの部品等の値上げ、製造の中止、供給の不足等により、原価の上昇や納期上の問題が発生し、当社グループ

の業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(7）商品の欠陥

　当社グループは、顧客の信頼と満足を目的とした品質管理方針に従って、各種商品及びサービスの品質や信頼性の

確保に努めています。しかし、全ての商品について欠陥がなく、将来的に改修や損害賠償が発生しないという保証は

ありません。また、製造物責任賠償保険が、最終的に負担しなければならない賠償額を全て償えるという保証はあり

ません。大規模な改修や製造物責任賠償に繋がるような商品の欠陥は、当社グループの信用失墜や多額のコストの

発生に繋がりかねません。これらにより当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(8）退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付債務及び費用は、割引率等数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出され

ています。運用実績が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、一般的には将

来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。割引率の低下や運用利回りの悪化は当社

グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

技術受入契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約期間

東京計器㈱

ハネウェル・インターナ

ショナル・インコーポレー

テッド

米国

F-15機用及びT-４機用航空機

器並びにAN/ASN-43ジャイロ

磁気コンパス・セット

自平成７年７月１日

至平成31年10月７日

イートン・エアロスペース

・リミテッド・ライアビリ

ティ・カンパニー

米国 航空油圧機器
自平成９年３月14日

至平成31年11月30日

　　（注）　上記各契約に基づくロイヤルティは売上高の１～10％程度でありますが、一部の契約では一時金として一定額

を支払っております。

　　　　

６【研究開発活動】
　当社グループの研究開発は、独創技術による独創的な商品の開発を基本姿勢としており、基礎研究及び比較的長期的

視野に立った応用研究、及び商品開発を当社の研究開発センタが主として担当し、短期的な商品開発は各事業部及び

連結子会社が行っております。コア技術は、マイクロ波技術、ジャイロ技術、超音波技術、計測技術、制御技術、油圧技

術、信号処理・画像処理技術等であります。

　当連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は2,381百万円であり、事業の種類別セグメントごとの研究開発

目的、主要課題、成果及び研究開発費は次のとおりであります。

(1）船舶港湾機器事業

　当事業における研究開発活動は、情報技術の革新に対応する次世代航海計器・船舶用無線機器の研究開発及び国

際海事機関（IMO）による国際規格改定への対応等を主な目的としております。具体的には、ジャイロコンパス、

オートパイロット、レーダー、電子海図情報表示装置、衛星通信機器等について研究開発を行っております。この結

果、ジャイロコンパス換装/追加装備用ユニットAGI-50/80及び高速IP通信が可能なインマルサットFleetBroadBand

携帯移動地球局TRF-250/500を市場投入しました。

　当事業に係わる研究開発費は654百万円であります。

(2）油空圧機器事業

  当事業における研究開発活動は、油空圧の機器及びシステムとそれらの電子制御に関する研究開発に取組んでお

ります。具体的には、各種ポンプ、各種制御弁、油圧ユニット、油圧制御システム、電子制御装置であります。中でも、

海外特に中国の需要に対応した新商品及び「省エネ、エコ、セキュリティ」をキーワードにした開発に注力してお

ります。この結果、ポンプ回転数制御製品、油圧ショベル用の新型コントローラ及び新型モニターを市場投入いたし

ました。また、RFIDの応用製品として鍵管理機を新規に市場投入しています。

　当事業に係わる研究開発費は422百万円であります。

(3）流体機器事業

　当事業における研究開発活動は、次世代の超音波流量計及び電波レベル計等の流体管理用計測器・システムの研

究開発を行っております。今年度は市場に投入された新製品はありませんが、流量計の高精度化と電波レベル計の

高周波化に関わる研究を行っております。

　当事業に係わる研究開発費は209百万円であります。

(4）防衛・通信機器事業

　防衛事業における研究開発活動は、電子戦機器、艦艇機器等の防衛装備の近代化対応を主な目的としております。

具体的には、レーダー警戒装置の能力向上及び高周波部品の性能向上の研究を行っております。

　通信機器事業については、無線通信基地局用各種アンプモジュール、各種RFコンポーネントやRFモジュール、移動

体衛星通信用アンテナ姿勢制御装置等の研究開発を行っております。

　この結果、ポータブルタイプ航空機搭載用AISトランスポンダー、プラズマ放電ランプ用高出力増幅器、基地局用周

波数変換機、小型軽量テレビアンテナ指向装置を市場に投入いたしました。

　当事業に係わる研究開発費は663百万円であります。

(5）その他の事業

　その他の事業として、検品機器事業、防災機器事業、道路関連機器及びトンネル関連機器事業、鉄道機器事業があり

ます。

　検品機器事業は当社が中心となって、印刷図柄の検査機能拡充開発を行っております。

　防災機器事業は当社が中心となって、人・環境に安全な消火システムの研究開発を行っております。

　道路関連機器及びトンネル関連機器事業は主に東京計器コンストラクションシステム㈱が中心となって、土木建

設機器の自動化の研究開発を行っております。

　鉄道機器事業は主に東京計器レールテクノ㈱が中心となって、省人かつ精密な保線用計測機器／装置の研究開発

を行っており、今年度には当社の研究開発センタで開発を行っておりました、マルチ出力マイクロ慣性センサー

（MESAG）を列車動揺計測装置としてシステム化し、市場に投入いたしました。

　当事業に係わる研究開発費は433百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）当連結会計年度の経営成績の分析

① 売上高

　売上高は前連結会計年度に比べ13.8％減少の39,243百万円となりました。

　船舶港湾機器事業では、レーダーや電子海図情報表示装置の拡販による売上増や海外向けのOEMジャイロコンパ

スが堅調に推移したものの、韓国、中国における新造船の発注取消しや納期延期の要請が増加したことに加え、欧

米における需要が大きく減少したこと、船舶の廃船や係船が増加したこと等により部品販売や機器の定期整備が

減少したこと等から、売上高は18.0％減少の10,356百万円となりました。

　油空圧機器事業では、油圧応用装置が前期に受注したバルクキャリア船向けハッチカバー開閉装置が引き続き

堅調に推移し売上増となりましたが、プラスチック加工機械市場及び工作機械・産業機械市場において国内の設

備投資は依然として低迷し、海外（韓国、台湾、中国など）においても昨年10月以降受注が増加したものの売上増

には繋がらず、売上高は30.1％減少の8,315百万円となりました。

　流体機器事業では、民需市場にて接岸速度計の老朽化更新が堅調であったこと、及び河川からの取水管理の強化

に伴い電力会社向けの流量計の需要は増加しましたが、官需市場にて公共投資が低調に推移したことに加えて農

業用水市場における水管理システムの発注延期等による影響を受け、売上高は8.8％減少の2,159百万円となりま

した。

　防衛・通信機器事業では、防衛市場における防衛省向けのF-2支援戦闘機の修理減やMLRS多連装発射装置用の部

品納入が前期で完了したこと、及び通信機器市場における国内外の次世代通信のインフラ整備の低迷により売上

が減少しているものの、海上交通機器市場における海上保安庁向けレーダー及びVTS関連装置等の需要が増加し

たことから、売上高は1.4％増加の14,432百万円となりました。

　また、その他の事業の売上高は10.1％減少の3,980百万円となりました。その内訳として、検品機器は印刷市場・

素材市場など全般的な設備投資抑制の影響を受け前期を下回りました。防災機器は前期に受注した案件に加えて

部品・修理工事の拡販に努め前期を上回りました。道路関連機器及びトンネル関連機器等は、道路関連の計測器

の需要増や海外トンネル工事向け機器販売が好調に推移したこと、また地方自治体向け地震計用加速度センサー

の換装需要が増加したこと等により、前期を上回りました。鉄道機器は機器販売が低調であったことに加え探傷

車等の大型案件がなかったことから前期を下回りました。情報システムの開発業務及び情報処理サービス業務

は、景気低迷により需要が大きく減少したことから、前期を下回りました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

　売上高の減少にともない、売上原価は14.6％減少の29,393百万円となりました。売上原価率は前連結会計年度

75.6％に対し、当連結会計年度が74.9％と0.7ポイント改善しました。これは、業務の効率化によるトータルコス

トダウンの推進に努めたことによります。

　販売費及び一般管理費は、諸経費の削減に努めた結果、前連結会計年度に比べ8.0％減少し、8,827百万円となり

ました。

③ 営業利益

　売上高の減少により、営業利益は前連結会計年度の1,524百万円に対して、32.9％減少の1,023百万円となりまし

た。

　船舶港湾機器事業では前連結会計年度と比較して43.3％減少の673百万円の営業利益、油空圧機器事業では前期

369百万円から923百万円減少の553百万円の営業損失、流体機器事業では18.1％減少の269百万円の営業利益、防

衛・通信機器事業は前期639百万円の営業損失から1,156百万円増加の518百万円の営業利益、その他の事業では

58.2％減少の116百万円の営業利益となりました。

(2）資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資産の状況

　流動資産は、前期末に比べて1,326百万円減少し36,270百万円となりました。これは、現金及び預金が増加したも

のの、受取手形及び売掛金、棚卸資産が減少したことによるものであります。

　固定資産は前期末に比べて567百万円減少し11,508百万円となりました。これは、投資有価証券が増加したもの

の、有形固定資産が減少したことによるものであります。

　この結果、当連結会計年度末の資産合計は、前期末の資産合計49,672百万円から1,893百万円減少し47,778百万

円となりました。

② 負債の状況

　流動負債は、前期末に比べて2,581百万円減少し17,995百万円となりました。これは、主に短期借入金の減少によ

るものであります。

　固定負債は、前期末に比べて39百万円増加し9,398百万円となりました。これは、長期借入金が減少したものの、

退職給付引当金が増加したことによるものであります。

　この結果、当連結会計年度末の負債合計は前期末の負債合計29,935百万円から2,542百万円減少し27,393百万円

となりました。

③ 純資産の状況

　当連結会計年度末の純資産合計は、前期末19,737百万円から649百万円増加し20,385百万円となりました。これ

は、利益剰余金、その他有価証券評価差額金が増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は前期末39.3％から2.9ポイント増加し、当連結会計年度末42.2％となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資は、老朽化設備の更新を中心に262百万円と前期に比較して67.1％の減少となりました。

　防衛・通信機器事業では防衛市場向け機器の試験装置及び通信機器市場向け関連機器生産設備を中心に93百万円の

設備投資を行ないました。また、生産設備の更新を中心に油空圧機器事業では63百万円、船舶港湾機器事業、流体機器

事業、その他の事業では106百万円の設備投資を行ないました。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 （平成22年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円） 従業員数
(名)
 
 

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

本社

（東京都大田区）

全社的管理業

務
事務所 5 9

－

(－)
5 79 97 376[35]

那須工場

（栃木県那須町）

防衛・通信機

器事業他

工場・研究

所・事務所
778 433

286

(122)
8 164 1,669298[25]

矢板工場

（栃木県矢板市）

船舶港湾機器

事業、流体機器

事業他

工場・

事務所
390 63

413

(43)
12 67 944202[70]

佐野工場

（栃木県佐野市）

油空圧機器

事業

工場・

事務所
291 345

42

(50)
－ 31 708150[63]

田沼事業所

（栃木県佐野市）

油空圧機器

事業

工場・

事務所
377 144

598

(40)
－ 3 1,1228[11]

飯能事業所

（埼玉県飯能市）

防衛・通信機

器事業

事務所・

工場
330 4

533

(3)
－ 5 871 2[－]

　

(2）国内子会社

 （平成22年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在
地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円） 従業員数
（名）
 
 

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他　 合計

東京計器イン

フォメーショ

ンシステム㈱

東京都

大田区

その他の事

業他
事務所 11 －

2

(0)
－ 3 17

51[5]
防衛・通信

機器事業他

リース用設備

他（注３）
4 135

　

－

(－)

－ 310 449

東京計器テク

ノポート㈱

栃木県

那須町

その他の事

業
宿泊施設 9 －

39

(5)
－ 2 50 － [－]

東京都

渋谷区

その他の事

業
貸事務所 10 －

14

(0)
－ 0 24 － [－]
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(3）在外子会社

 （平成22年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円） 従業員数
（名）
 
 

建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積千㎡）

リース資産 その他　 合計

TOKYO KEIKI

U.S.A., INC.
米国 その他の事業

コン

ピュー

ター他

－ 2

　

－

(－)

－ 3 5 9 [－]

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品並びに建設仮勘定の合計であります。

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数の〔　〕は、年間平均臨時従業員数を外書しております。

３　当社及び連結子会社６社へリースしております。

４　上記の他、主要な賃借及びリース設備は次のとおりであります。

提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容
従業員数
（名）

賃借料又はリー
ス料

本社

（東京都大田区）
全社的管理業務 研究所・事務所 376〔35〕

年間賃借料

504百万円

営業所

（全国13ヵ所）

船舶港湾機器事業

油空圧機器事業他
事務所 63〔30〕

年間賃借料

58百万円

国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
従業員数
（名）

賃借料又は
リース料

東京計器インフォ

メーションシステ

ム㈱

東京都大田区 その他の事業
コンピューター

関連設備
51〔5〕

年間リース料

57百万円

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成22年３月31日現在における設備計画の大要は次のとおりであります。

事業の種類別セグメ
ントの名称

平成22年３月
末計画金額
（百万円）

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

船舶港湾機器事業 183
新型オートパイロット等の各種金型、ジャイロ自動バラン

サー
自己資金

油空圧機器事業 533
ポンプ・バルブ用鋳物金型、大型ピストンポンプテストスタ

ンド、電磁弁用チューブ加工機、ポンプ塗装前洗浄機
自己資金

流体機器事業 39 流量検定場増築、レベル計金型、レベル計校正装置 自己資金

防衛・通信機器事業 294
振動試験装置アンプ部、ハイパワーアンプ生産・測定設備、

ファイバ融着機、レーダー警戒装置試験装置
自己資金

その他の事業 101
薄膜室環境整備工事、大型コピー機、赤外分光光度計、電話交

換機
自己資金

合計 1,150 －　  －

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 85,382,196 85,382,196
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は

1,000株

計 85,382,196 85,382,196 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。　

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成13年６月28日 － 85,382,196 － 7,218 △8,287 －

　（注）定時株主総会（平成13年６月28日開催）の決議により、未処理損失を補填するため資本準備金を取崩しました。

（６）【所有者別状況】

 （平成22年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（名） － 37 37 189 57 3 8,377 8,700 －

所有株式数

（単元）
－ 30,074 2,063 11,405 1,759 88 39,63285,021361,196

所有株式数の

割合（％）
－ 35.37 2.43 13.41 2.07 0.10 46.61100.00 －

　（注）　　自己株式148,099株は「個人その他」に148単元及び「単元未満株式の状況」に99株を含めて記載してありま

す。なお、自己株式148,099株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成22年３月31日現在の実保有残高は

147,099株であります。
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（７）【大株主の状況】

 （平成22年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（注）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,151 7.20

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,234 4.96

東京計器協力会 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 3,366 3.94

京阪神興業株式会社 神戸市中央区浪花町15番地 3,005 3.52

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,861 3.35

東京計器従業員持株会 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 2,721 3.19

株式会社横浜銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目

１番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

2,329 2.73

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満４丁目15番10号 2,228 2.61

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
2,117 2.48

東京計器取引先持株会 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 2,006 2.35

計 － 31,018 36.33

　　（注）　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　  6,151 千株 

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成22年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　147,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式 84,874,000　

　
84,874 －

単元未満株式 普通株式    361,196 － －

発行済株式総数 85,382,196 － －

総株主の議決権 － 84,874 －
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②【自己株式等】

 （平成22年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 東京都                 

　東京計器株式会社
大田区南蒲田

２丁目16番46号
147,000     － 147,000 0.17

計 － 147,000 － 147,000 0.17

　（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式の中に含まれておりま

す。

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 4,762 608,396

当期間における取得自己株式 928 134,096

　（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（―）
－ － － －

保有自己株式数 147,099 － 148,027 －

　（注）当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は株主に対する利益配当は、企業体質の強化とのバランスを図りながら安定的な配当を継続して行うこと、配当

は年１回の期末配当で行うことを基本方針としており、当期の配当は前期に引き続き１株あたり３円を実施させてい

ただきます。なお、期末配当の決定機関は株主総会であります。

　内部留保につきましては、引き続き競争優位を継続的に創出する「成長サイクル」の構築に向けて、研究開発、生産

性向上、グローバル戦略の推進等を目的とした投資に充当してまいります。

　なお、当期に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

 平成22年６月29日

定時株主総会決議
256 3

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 366 365 351 300 185

最低（円） 192 227 232 93 101

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 125 114 123 134 130 185

最低（円） 108 101 103 119 113 123

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

（代表取締役）

取締役社長
－ 脇　憲一 昭和22年５月19日生

昭46.４当社入社

（注４） 59

平５.４ 同マリンシステム事業部営業部

長

〃８.４ 同電子システム事業部防衛営業

部長

〃12.４同制御システム事業部船舶港湾

事業統括部長

〃13.６同執行役員就任

〃14.４同第１制御事業部長

〃14.６同取締役就任

〃16.４同情報担当兼社長室長兼情報戦

略室長委嘱

〃17.６　同常務取締役就任

〃18.６ 同ＣＳＲ推進担当委嘱

〃20.４同代表取締役就任（現）

〃20.４同取締役社長就任（現）

（代表取締役）

専務取締役
第２制御事業部長 秋田　芳助 昭和23年２月６日生

昭46.４当社入社

（注４） 32

平６.４ 同パワーコントロール事業部技

術部長

〃12.４同制御システム事業部パワーコ

ントロール事業統括部長

〃13.６同執行役員就任（現）

〃14.４同第２制御事業部長（現）

〃15.６同取締役就任

〃19.６同常務取締役就任

〃21.４同代表取締役就任（現）

〃21.６同専務取締役就任（現）

常務取締役
技術担当兼研究開

発センタ所長
赤羽　紀之 昭和26年11月13日生

昭51.４当社入社

（注４） 14

平元.６ 同研究開発センタ計測・電子シ

ステム部長

〃７.１ 同経営企画室専門部長

〃10.４同電子システム事業部デバイス

機器部長

〃12.４同電子システム事業部通信機器

事業統括部長

〃13.６同執行役員就任（現）

〃14.４同電子事業部通信機器事業統括

部長

〃15.６同取締役就任

〃20.４技術担当兼研究開発センタ所長

委嘱（現）

〃20.６同常務取締役就任（現）

取締役 第１制御事業部長 山田　秀光 昭和27年８月31日生

昭52.４当社入社

（注４） 25

平７.４ 同マリンシステム事業部技術部

長

〃12.３同制御システム事業部技術部長

〃14.４同第１制御事業部船舶港湾技術

部長

〃16.４同第１制御事業部長（現）

〃16.６同取締役執行役員就任（現）

取締役 電子事業部長 海老沼　廣 昭和25年４月25日生

昭48.４第一東京計器㈱（現東京計器

㈱）入社

（注４） 17

平７.４ 当社航空特機事業部生産管理部

長

〃12.４同電子事業部生産部長

〃14.６同執行役員就任（現）

〃19.４同電子事業部長（現）

〃19.６同取締役就任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

　取締役

生産担当兼第２制

御事業部副事業部

長兼生産部長

水戸部　基　 昭和25年３月12日生

昭48.10東京ビッカース㈱（現東京計器

㈱）入社

（注４） 27

平13.４当社第２制御事業部生産部長

（現）

〃15.６同執行役員就任（現）

〃20.４同第２制御事業部副事業部長

（現）

〃20.６同取締役就任　生産担当委嘱

（現）　

取締役

営業・サービス担

当兼第１制御事業

部副事業部長

木村　節朗　 昭和27年１月30日生

昭49.４当社入社

（注４） 19

平12.４同制御事業部船舶港湾営業部長

　

〃20.４ 同第１制御事業部副事業部長

 (現）

〃20.６同取締役執行役員就任（現）

同営業・サービス担当委嘱

（現）

取締役
ＣＳＲ推進担当兼

社長室長
安藤　毅 昭和31年６月２日生

昭56.５当社入社

（注４） 25

平９.４ 同制御システム事業部コンバー

ティングプロジェクト長　

〃14.６ ㈱トキメック自動建機（現東京

計器コンストラクションシステ

ム㈱）取締役社長　

〃18.７ 当社社長室担当部長　

〃20.４ 同ＣＳＲ推進担当兼社長室長

（現）兼情報担当

〃20.６同取締役執行役員就任（現）

取締役
法務担当兼情報担

当兼管理部長
川東　春樹 昭和25年１月６日生

昭49.４当社入社

（注４） 20

平12.10同電子事業部事業管理部長

〃20.４同電子事業部通信機器事業統括

部長

〃21.４同管理部長（現）

〃21.６同取締役執行役員就任（現）

〃21.６同法務担当兼情報担当委嘱

（現）

取締役
資材担当兼財務部

長
厚見　幸利 昭和26年２月14日生

昭49.４㈱太陽神戸銀行入行

（注４） 11

平９.６ ㈱さくら銀行青山支店長

〃12.10㈱三井住友銀行町田法人営業部

長

〃14.６ＳＭＢＣフレンド証券㈱執行役

員就任

〃21.４当社入社

〃21.４同財務部長（現）

〃21.６同取締役執行役員就任（現）

〃21.６同資材担当委嘱（現）

取締役 － 水谷　久和 昭和26年８月12日生

昭50.４三菱重工業㈱入社

（注４） －

平14.４同名古屋誘導推進システム製作

所資材部長

〃16.４同名古屋誘導推進システム製作

所業務部長

〃18.４同名古屋誘導推進システム製作

所副所長

〃19.４同内部監査室長

〃22.４

　

　

〃22.６

同執行役員（現）　　　　　　航空宇

宙事業本部副事業本部長（現）

当社取締役就任（現）　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 高梨　千秋 昭和21年１月９日生

昭44.４当社入社

（注５） 20

平２.６ 同企画室経営企画部長

〃９.６ 同取締役就任

〃９.10同社長室長委嘱

〃10.６同関係会社担当委嘱

〃12.４同電子システム事業部長委嘱

〃13.６同執行役員就任

〃14.４同電子事業部長委嘱

〃15.６同代表取締役就任

〃15.６同常務取締役就任

〃19.６同常勤監査役就任（現）

常勤監査役 － 石橋　昇 昭和15年２月11日生

昭38.４当社入社

（注５） 25

〃63.10同アドバンスドシステム推進室

専門部長

平６.３ 同法務部長

〃８.４ 同総務部法務・知財グループ長

〃12.４同総務部専門部長

〃12.６同常勤監査役就任（現）

監査役 － 原　安洋 昭和16年４月11日生

昭39.４㈱三菱銀行入行

（注６） －

〃60.４同竹町支店長

平３.５ 同丸の内支店長

〃３.６ 同取締役就任

〃５.７ ダイヤモンドシステム開発㈱取

締役社長就任

〃７.６ ダイヤモンド抵当証券㈱取締役

社長就任

〃10.12三菱アセット・ブレインズ㈱取

締役社長就任

〃13.６当社監査役就任（現）

〃16.６高周波熱錬㈱監査役就任（現）

監査役 － 宮崎　靖亮 昭和22年３月27日生

昭44.４同和火災海上保険㈱入社

（注７） －

平９.７ 同経理部長

〃13.４ニッセイ同和損害保険㈱経理部

長

〃13.６同取締役就任

〃16.６同監査役就任

〃19.６同常任監査役就任

〃21.６当社監査役就任（現）

〃22.６ウシオ電機㈱監査役就任（現）

     計 294

　（注）１　当社は、業務執行力の強化と事業単位の責任の明確化を図るため、平成13年６月より執行役員制度を導入して

おります。

執行役員は11名で、取締役兼務執行役員９名及び第１制御事業部生産部長村林一成、電子事業部生産部長

畑ヶ山和彦の２名で構成されております。

２　取締役水谷久和は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

３　監査役原　安洋及び監査役宮崎靖亮は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

４　平成22年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５　平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７　平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

　当社グループは、法令を遵守した企業倫理の重要性を認識するともに、激変する社会環境に迅速に対応し、企業の

継続的な成長、発展と長期的な企業価値の向上を図るため、経営の健全性と透明性の充実に向けて取組んでまいり

ます。また、株主をはじめ、顧客、取引先、地域社会、従業員等との良好な関係を築くとともに、株主総会、取締役会、監

査役会、会計監査人、内部監査室などの経営監視機能をより一層改善、整備しながらコーポレート・ガバナンスを充

実させてまいります。

(1）企業統治体制の概要

　　　当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、以下の通りとなっております。

ア．取締役会は、現在取締役11名の体制を敷き、経営の公正性を高めるため、うち１名は社外取締役を招聘してお

ります。また、監査役会は、監査役４名の体制を敷き、うち２名は社外監査役を招聘しております。

イ．取締役会は定時取締役会と臨時取締役会に区分し、定時取締役会は原則として毎月最終月曜日に、臨時取締

役会は必要に応じて開催し、法令で定められた事項や重要な経営事項の審議、決定並びに業務執行の状況を

監督しております。監査役会は、原則として毎月１回開催し、その他必要に応じて随時開催しております。

ウ．常勤取締役、常勤監査役、執行役員（計14名）で構成する経営会議は、毎月第１を除く月曜日に開催し、経営

に関する基本方針、戦略事項並びに重要な業務執行事項等を審議、決定しております。なお、経営会議は、社長

の指名により構成者が追加されることがあります。

(2) 企業統治体制を採用する理由

　当社のコーポレート・ガバナンス体制は、金融審議会　金融分科会「我が国金融・資本市場の国際化に関するス

タディ・グループ報告」（平成21年６月17日公表）において提示されたコーポレート・ガバナンスのモデルの

うち、“社外取締役の選任と監査役会との連携”モデルに準じた体制となっており、株主・投資家等からの信認

を確保していく上でふさわしい体制であると考え採用しております。

(3）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

　当社は、「内部統制に係る基本方針」に基づき監査役の独立性を確保することはもとより、当社及び当社連結子

会社の内部統制活動の監査を行う組織として内部監査室を、リスク管理等のコンプライアンス体制を推進する組

織として企業倫理委員会及びＣＳＲ推進室を設けて内部統制システムの整備・運用を図っています。また当社の

企業倫理規程に定める倫理行動基準に適合する事業活動を推進していくとともに、絶えず見直しを実施しなが

ら、その水準を向上させてまいります。

ア．法令、定款、倫理行動基準等に適合することを確保するための体制の整備状況

企業倫理委員会は、当社及び当社グループの企業倫理責任者で構成し、当社グループの企業倫理活動を横断

的に管理し、取締役及び使用人への企業倫理教育を徹底させ違反行為の未然防止を図っています。また、法令

上疑義のある行為等について直接状況提供を行う手段としての内部通報制度を設置しています。この場合に

おいて通報者に不利益がないことを確保しております。

イ．リスク管理体制の整備状況

ＣＳＲ推進室は当社グループのリスク管理体制、即ち責任部署を明確化し、危機管理規程の制定及び危機管

理マニュアルの維持管理に努めるともに、当社グループの財務報告の信頼性を担保し、金融商品取引法に規

定する内部統制報告書の提出を有効且つ適切に行うため、財務報告に係る内部統制の体制を整備し運用を管

理しています。またリスクマネジメント規程に基づき、リスク管理の徹底に努めるとともに、経営上の重大な

リスク情報については取締役会に報告しています。内部監査室は当社グループの企業倫理・活動全般はもと

より、財務報告に係る内部統制の適正性を監査しています。企業倫理委員会は、監査結果を反映した改善もし

くは是正措置を審議し決定しています。

(4) 社外取締役、社外監査役との責任限定契約

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結できることを定款で定めております。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額

は、金500万円以上であらかじめ当社が定めた金額または同法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか

高い額であります。
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(5）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する整備状況

　職務執行に係る情報については、文書又は電磁的記録媒体に記録し、文書管理に関する規程の定めるところに従

い、適切且つ確実に保存し取締役、監査役が閲覧可能な状態にて管理しております。

(6）情報開示の整備状況

　アカウンタビリティ（説明責任）とディスクロージャー（情報開示）については、四半期毎の情報開示の他、適

時適切な情報提供を行うべく、新聞、社外向け広報紙、ホームページ等での決算情報、アニュアルレポート等の公

表に努めております。

(7）反社会的勢力排除に向けた整備状況

　反社会的勢力とは一切の関係を遮断することを目的とし、組織的に対応する部署を法務室とし、警察等の外部連

絡機関と連携して毅然とした態度で対応しております。　

　具体的には、倫理行動基準の中で、反社会的勢力との毅然とした態度での対応を宣言し、危機管理マニュアルの

中で、反社会的勢力への対応マニュアルを整備し、取引先との取引基本契約書の中で反社会的勢力などの排除項

目を取り入れています。

(8）最近１年間の実施状況

ア．平成22年３月期は13回の取締役会を開催いたしました。

イ．平成22年３月期は37回の経営会議を開催いたしました。

ウ．平成22年３月期は18回の監査役会を開催いたしました。

エ．平成22年３月期は３回の企業倫理委員会を開催いたしました。

　

②内部監査及び監査役監査の状況

　提出日現在において、内部監査室は５名にて、監査役会は監査役４名（常勤監査役２名、非常勤・社外監査役２

名）にて構成しております。

　内部監査室は、当社グループを対象とした企業倫理、企業活動全般に関する監査を実施し、その結果を経営会議、監

査役会及び企業倫理委員会、ＣＳＲ推進室等の関係部署に報告し、重大な情報は取締役会に報告しています。企業倫

理委員会は監査結果を反映した改善もしくは是正措置を審議し決定しています。

　監査役は、内部監査室所属の従業者に監査業務に必要な事項を指示することができ、指示を受けた従業者は他の者

の指揮指示を受けません。また、内部監査室所属の従業者の人事異動・人事評価・懲戒処分には、監査役会の承認を

得なければなりません。

　なお、監査役石橋昇は、日商簿記２級の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもので

あります。また、監査役宮崎靖亮は、ニッセイ同和損害保険株式会社で長年財務部門等の実務に携わっていた経験か

ら、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

　監査役会は、会計監査人と監査計画、監査結果及びその内容について年６回、協議しております。また、取締役社長、

会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催しております。その他、常勤監査役が会計監査人の往査に年15回

程度立ち会っております。

　

③社外取締役及び社外監査役

(1) 選任状況

　当社は一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役及び社外監査役を選任しております。社外取締役

は１名、社外監査役は２名であり全員を㈱東京証券取引所の有価証券上場規程による独立役員として指定してお

ります。なお、社外取締役及び社外監査役全員と定款で定める責任限定契約を締結しております。
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社外役員の種別 氏名 機能・役割・選任理由等

社外取締役 水谷 久和 現在、三菱重工業㈱の執行役員 航空宇宙事業本部 副事業本部長として同社

の経営に携わっており、経営の専門家としての経験・見識からの視点に基づ

き、客観的な立場で当社の経営を監督することを期待し選任しております。

社外監査役 原 安洋 ㈱三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）出身であり、現在、高周波熱錬㈱の

社外監査役であります。当社と異なる様々な会社の経験も豊富であり、同氏

からは、当社の内部統制システムに対する的確な指導に止まらず、経営の健

全性・信頼性を高める上で有用かつ公正な助言を受けるために選任してお

ります。

社外監査役 宮崎 靖亮 ニッセイ同和損害保険㈱において、長年財務に携わっていた経験に加え、同

社の取締役、常任監査役を歴任されており、現在、ウシオ電機㈱の社外監査役

であります。同氏からは、当社の内部統制システムに対する的確な指導に止

まらず、経営の健全性・信頼性を高める上で有用かつ公正な助言を受けるた

めに選任しております。

　

(2) 社外取締役・社外監査役の利害関係

　提出日現在で社外取締役水谷 久和が三菱重工業㈱の執行役員に就任していますが、同社との取引額は僅少

（2009年度の実績で全売上高の2.3％）であり、同社とは通常の取引先と同様な条件で取引を行っております。

　社外監査役原 安洋及び宮崎 靖亮と当社との間には、いずれも特別な利害関係はありません。

(3) 社外取締役・社外監査役による監督・監査

　社外取締役及び社外監査役に対しては、経営判断に対する監督・助言に資するため、定時の取締役会及び監査役

会の日程は約３ヶ月前より通知し、議題・内容は約１週間前に通知しています。臨時の取締役会及び監査役会を

開催する場合は約１週間前までに日程、議題、内容を通知しています。社外取締役が取締役会を欠席した場合は、

当該取締役会資料を社外取締役に送付しており、社外監査役が取締役会又は監査役会を欠席した場合は、当該資

料を社外監査役に送付しております。これらのサポートは当社法務室が担当しております。社外監査役である原 

安洋は、取締役会に13回開催した中で10回、監査役会を18回開催した中で16回出席しております。また、社外監査

役である宮崎 靖亮は、取締役会に９回開催した中で９回、監査役会を14回開催した中で13回出席しております。

参加にあたっては、監査の方法その他の事項について、社外監査役としての客観的見地から、公正な意見の表明を

行なっております。

　なお、社外監査役は、内部監査室及び常勤監査役が行う監査結果の報告を受けることができます。その他社外監

査役と内部監査室、会計監査との相互連携等については、「②内部監査及び監査役監査の状況」に記載のとおり

であります。

　

④役員報酬の内容

　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
129　　 95 34 11

監査役

（社外監査役を除く。）
19 16 3 2

社外役員 5 5 1 3

（注）当期末までに退任した役員の報酬を含みます。社外役員の報酬等の総額は、社外監査役に対する報酬額であ

ります。
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　取締役の報酬は、株主総会で決定した総額の範囲内で、個々の取締役の役割と職務に応じて、代表取締役が協議し

て決定しております。

　監査役の報酬は、株主総会で決定した総額の範囲内で、個々の監査役の役割と職務に応じて、監査役の協議によっ

て決定しております。

　

⑤株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

49銘柄　1,680百万円　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
569,060 279

資金調達を安定的に確保す

ることを目的

㈱商船三井 359,310 241
取引関係の維持・発展等を

目的

㈱オーバル 1,309,000 178
当社グループと業務提携先

との協力関係の強化を目的

ニッセイ同和損害保険㈱ 338,319 163

当社のグループ会社が行う

損害保険代理業を維持・発

展させる目的

㈱横浜銀行 314,562 144
資金調達を安定的に確保す

ることを目的

㈱みなと銀行 665,000 82
資金調達を安定的に確保す

ることを目的

㈱アイチコーポレーション 170,239 69
取引関係の維持・発展等を

目的

英和㈱ 246,840 57
取引関係の維持・発展等を

目的

三菱電機㈱ 60,000 52
取引関係の維持・発展等を

目的

住友重機械工業㈱ 81,522 46
取引関係の維持・発展等を

目的

　 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 － 88 3 － 57
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⑥会計監査の状況

　会計監査人については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し継続して監査を受けており、平成22年３

月期における監査の体制は以下のとおりであります。

(1)監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

有限責任監査法人トーマツ 指定有限責任社員 業務執行社員 公認会計士　日下 靖規

指定有限責任社員 業務執行社員 公認会計士　平野 洋

(2)監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　５名

会計士補等　　６名

その他　　　　５名

⑦取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨を定款に定めております。

⑧取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　当社は、自己株式の取得について機動的な資本政策を遂行することを目的として、会社法第165条第２項の規定に

より取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

⑩株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、定款に別段の定めのある場合を除き、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めて

おります。

　これは、株主総会における定足数を緩和することにより、株主総会の機動的な運営を可能とすることを目的として

おります。
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⑪コーポレート・ガバナンスに関わる当社の概略図

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 42 4 42 －

連結子会社 － － － －

計 42 4 42 －

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　非監査業務の内容としましては、財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務に対する報酬であります。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。　

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査報酬の決定方針としましては、監査日数、当社の規模・業務の特性等の要素を勘案して決定していま

す。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表については、

監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表については、有限責任監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,717 11,881

受取手形及び売掛金 14,156 13,064

商品及び製品 1,328 1,124

仕掛品 5,133 4,584

原材料及び貯蔵品 4,766 4,666

繰延税金資産 643 540

未収入金 469 131

その他 442 321

貸倒引当金 △58 △40

流動資産合計 37,596 36,270

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,857 12,860

減価償却累計額 △10,468 △10,647

建物及び構築物（純額） 2,389 2,214

機械装置及び運搬具 14,406 14,440

減価償却累計額 △12,892 △13,217

機械装置及び運搬具（純額） 1,515 1,223

工具、器具及び備品 10,333 10,218

減価償却累計額 △9,270 △9,480

工具、器具及び備品（純額） 1,063 737

土地 1,926 1,926

建設仮勘定 97 30

有形固定資産合計 6,990 6,130

無形固定資産

のれん 102 53

ソフトウエア 13 6

その他 14 29

無形固定資産合計 129 88

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,504

※1
 1,999

長期貸付金 170 163

繰延税金資産 2,120 2,005

差入保証金 1,031 1,029

その他 351 156

貸倒引当金 △219 △61

投資その他の資産合計 4,956 5,290

固定資産合計 12,075 11,508

資産合計 49,672 47,778
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,415 5,157

短期借入金 12,237 10,365

未払金 340 258

未払法人税等 167 131

賞与引当金 874 692

その他 1,543 1,392

流動負債合計 20,576 17,995

固定負債

長期借入金 4,079 3,988

繰延税金負債 1 －

退職給付引当金 5,015 5,115

役員退職慰労引当金 250 263

その他 15 32

固定負債合計 9,359 9,398

負債合計 29,935 27,393

純資産の部

株主資本

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 12,368 12,685

自己株式 △26 △27

株主資本合計 19,572 19,889

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 93 380

為替換算調整勘定 △122 △102

評価・換算差額等合計 △29 278

少数株主持分 194 218

純資産合計 19,737 20,385

負債純資産合計 49,672 47,778
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 45,546 39,243

売上原価 ※4
 34,427

※4
 29,393

売上総利益 11,119 9,849

販売費及び一般管理費 ※1,4
 9,596

※1,4
 8,827

営業利益 1,524 1,023

営業外収益

受取利息 33 19

受取配当金 57 36

生命保険配当金 38 38

設備賃貸料 10 8

持分法による投資利益 － 37

助成金収入 － 46

その他 102 90

営業外収益合計 241 274

営業外費用

支払利息 178 168

持分法による投資損失 59 －

社名変更費用 51 －

その他 54 48

営業外費用合計 342 215

経常利益 1,423 1,082

特別利益

固定資産売却益 ※2
 3 －

貸倒引当金戻入額 － 11

保険解約返戻金 24 －

特別利益合計 26 11

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 29

※3
 14

投資有価証券売却損 － 19

投資有価証券評価損 148 91

特別損失合計 178 123

税金等調整前当期純利益 1,272 970

法人税、住民税及び事業税 558 281

法人税等調整額 252 88

法人税等合計 810 368

少数株主利益 45 28

当期純利益 417 573
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,218 7,218

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,218 7,218

資本剰余金

前期末残高 14 14

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14 14

利益剰余金

前期末残高 12,377 12,368

当期変動額

剰余金の配当 △426 △256

当期純利益 417 573

当期変動額合計 △9 318

当期末残高 12,368 12,685

自己株式

前期末残高 △23 △26

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

当期変動額合計 △3 △1

当期末残高 △26 △27

株主資本合計

前期末残高 19,585 19,572

当期変動額

剰余金の配当 △426 △256

当期純利益 417 573

自己株式の取得 △3 △1

当期変動額合計 △13 317

当期末残高 19,572 19,889
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 665 93

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△572 286

当期変動額合計 △572 286

当期末残高 93 380

為替換算調整勘定

前期末残高 39 △122

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△161 21

当期変動額合計 △161 21

当期末残高 △122 △102

評価・換算差額等合計

前期末残高 704 △29

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△733 307

当期変動額合計 △733 307

当期末残高 △29 278

少数株主持分

前期末残高 151 194

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 42 24

当期変動額合計 42 24

当期末残高 194 218

純資産合計

前期末残高 20,440 19,737

当期変動額

剰余金の配当 △426 △256

当期純利益 417 573

自己株式の取得 △3 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △691 332

当期変動額合計 △703 649

当期末残高 19,737 20,385
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,272 970

減価償却費 1,149 1,098

のれん償却額 45 49

貸倒引当金の増減額（△は減少） 166 △176

退職給付引当金の増減額（△は減少） △113 100

賞与引当金の増減額（△は減少） △257 △182

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △45 13

受取利息及び受取配当金 △91 △55

支払利息 178 168

持分法による投資損益（△は益） 59 △37

投資有価証券売却損益（△は益） － 19

投資有価証券評価損益（△は益） 148 91

固定資産除売却損益（△は益） 27 14

売上債権の増減額（△は増加） 3,740 1,093

たな卸資産の増減額（△は増加） 52 853

仕入債務の増減額（△は減少） △1,942 △259

その他の資産の増減額（△は増加） △37 305

その他の負債の増減額（△は減少） △490 △19

その他 25 21

小計 3,887 4,066

利息及び配当金の受取額 88 56

利息の支払額 △203 △167

法人税等の支払額 △1,121 △158

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,651 3,797

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △9 △168

投資有価証券の売却による収入 － 35

固定資産の取得による支出 △774 △438

固定資産の売却による収入 6 0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △85 －

貸付けによる支出 △2 △12

貸付金の回収による収入 63 21

その他 △14 35

投資活動によるキャッシュ・フロー △815 △527
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,181 △1,600

長期借入れによる収入 3,350 1,000

長期借入金の返済による支出 △3,979 △1,363

リース債務の返済による支出 － △5

自己株式の取得による支出 △3 △1

配当金の支払額 △426 △256

少数株主への配当金の支払額 △3 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,120 △2,227

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,943 1,044

現金及び現金同等物の期首残高 4,889 10,832

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 10,832

※1
 11,876
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社数は10社であり、全ての子会社を連結の範囲

に含めております。連結子会社名は「第１　企業の概況　

４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　なお、前連結会計年度まで連結子会社であった城南運輸

㈱は、東京計器テクノポート㈱との合併により消滅した

ため、連結の範囲から除外しております。また、㈱モコス

・ジャパンは、当社が株式の取得を行ったため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めております。

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社数は９社であり、全ての子会社を連結の範囲

に含めております。連結子会社名は「第１　企業の概況　

４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　なお、前連結会計年度まで連結子会社であった㈱オズ

ウェブテクノロジーは、平成21年７月31日付で清算結了

したため、子会社ではなくなりました。

２　持分法の適用に関する事項

(1)　持分法適用の関連会社数　３社

 会社名

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD. 

盛岡特機㈱

TOKIMEC KOREA HYDRAULICS (Wuxi) CO.,LTD.

２　持分法の適用に関する事項

(1)　持分法適用の関連会社数　２社

　　 会社名

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD. 

TOKIMEC KOREA HYDRAULICS (Wuxi) CO.,LTD.

　　なお、前連結会計年度まで持分法適用関連会社で

あった盛岡特機㈱は当社が所有する株式をすべて

売却したため、関連会社ではなくなりました。　　　　　

(2）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

(2）　　　　　　　　　同左

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、TOKYO KEIKI U.S.A.,INC.及び㈱オ

ズウェブテクノロジーの決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては同決算日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、TOKYO KEIKI U.S.A.,INC.の決算日

は、12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たって

は同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券：その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券：その他有価証券

時価のあるもの…同左

時価のないもの…総平均法による原価

法

時価のないもの…同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

②　たな卸資産：

商品及び製品、仕掛品

　…主として個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）により評価しております。

②　たな卸資産：

商品及び製品、仕掛品

　…同左

原材料及び貯蔵品

　…主として先入先出法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）により評価しております。

原材料及び貯蔵品

　…同左

　（会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　また、セグメント情報に与える影響も軽微でありま

す。

―――――――

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 ：平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法によっております。そ

の他の有形固定資産については定

率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

①　有形固定資産：

　…同左

建物 ８年～65年  

機械及び装置 ４年～11年  

工具、器具及び

備品
２年～15年  

  

  

  

②　無形固定資産 ：定額法によっております。

なお、ソフトウェアについては、社

内における利用可能期間に基づく

定額法（５年）によっておりま

す。

②　無形固定資産（リース資産を除く）：

　…同左　

―――――――　 ③　リース資産：リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 ：債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

①　貸倒引当金 ：同左

②　賞与引当金 ：従業員に支給する賞与に備えるた

め、過去の支給実績を勘案し当連

結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 ：同左

③　退職給付引当

金

：従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末に発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

会計基準変更時差異（7,627百万

円）については、連結財務諸表提

出会社は10年による均等額を費用

処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）による定率法によ

り、翌連結会計年度から費用処理

しております。

③　退職給付引当金 ：同左

　

――――――― 　　（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

④　役員退職慰労

引当金

：連結財務諸表提出会社及び連結子

会社８社は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。

④　役員退職慰労引

当金

：同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 (4）重要な収益及び費用の計上基準

工事契約に係る収益及び費用の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事契約については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、そ

の他の工事契約については、工事完成基準を適用して

おります。

　（会計方針の変更）

　工事契約に係る収益の計上基準　については「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月

27日）を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度

に着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進

捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

長期借入金の金利変動リスクを回避する目的で一部

金利スワップ取引を利用し、ヘッジ会計を適用して

おります。金利スワップは特例処理の要件を満たし

ているので特例処理を採用しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段……金利スワップ

　　ヘッジ対象……長期借入金の利息

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額

等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま

す。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているの

で、有効性の評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 

同左

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

②　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

②　連結納税制度の適用

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれんの償却に関する事項

のれんの償却については５年間の均等償却を行ってお

り、金額が僅少な場合は発生時に全額を償却しておりま

す。

６　のれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及び

取得日から３か月以内に満期日が到来する定期預金から

なります。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６

月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19

年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　また、セグメント情報に与える影響もありません。

―――――――　

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しておりま

す。

　これによる損益に与える影響はありません。

―――――――

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会

計年度において、「たな卸資産」として掲記されてい

たものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ1,482百万円、5,202百万円、4,605百万円で

あります。

-―――――――

――――――― （連結損益計算書）

　「助成金収入」は、前連結会計年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「助成金収入」の金額

は18百万円であります。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結キャッシュ・フロー計算書）

投資活動によるキャッシュ・フローのうち「敷金及び

保証金の回収による収入」は、当連結会計年度におい

て金額的重要性が低下したため「その他」に含めて表

示しております。なお、当連結会計年度の「その他」に

含まれる「敷金及び保証金の回収による収入」は５百

万円であります。

―――――――

　

　

　

　

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１　関連会社に対するもの ※１　関連会社に対するもの

投資有価証券（株式） 198百万円 投資有価証券（株式） 202百万円

（連結損益計算書関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

項目
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 
販売費

（百万円）

一般管理費

（百万円）
 

販売費

（百万円）

一般管理費

（百万円）

※１　販売費及び一般管理費   ※１　販売費及び一般管理費   

(1）荷造運搬費 504　 7　 (1）荷造運搬費 418  6

(2）販売手数料 112 －　 (2）販売手数料 121 －

(3）特許権使用料 157 －　 (3）特許権使用料 98 －

(4）役員報酬 26 227 (4）役員報酬 33 179

(5）給料及び賃金 1,344 985 (5）給料及び賃金 1,330 951

(6）賞与引当金繰入額 388 　290 (6）賞与引当金繰入額 255  197

(7）退職給付費用 264 　278 (7）退職給付費用 308  288

(8）役員退職慰労引当金

繰入額

9 　73 (8）役員退職慰労引当金

繰入額

9  50

 (9）賃借料 287 　203  (9）賃借料 287  190

(10）減価償却費 54 　55 (10）減価償却費 54  45

(11）貸倒引当金繰入額 183 －　 (11）研究開発費 － 2,216

(12）研究開発費 － 2,082(12）その他 1,015 775

(13）その他 1,132 937 計 3,927 4,899

計　 4,460 5,136 　         

      

※２　固定資産売却益の主なものは、工具、器具及び備品の

売却によるものであります。

　２　　　　　　　　―――――――　

※３　固定資産除売却損の主なものは、「工具、器具及び備

品（６百万円）」の売却、「機械装置及び運搬具

（14百万円）」及び「工具、器具及び備品（７百万

円）」の除却によるものであります。

※３　固定資産除売却損の主なものは、「工具、器具及び備

品（９百万円）」の除却によるものであります。

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる ※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費 2,477百万円 研究開発費 2,381百万円

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

有価証券報告書

47/96



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 85,382 ― ― 85,382

合計 85,382 ― ― 85,382

自己株式     

普通株式（注） 125 17 ― 142

合計 125 17 ― 142

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加17千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 426 5 平成20年３月31日平成20年6月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 256 利益剰余金 3 平成21年３月31日平成21年６月29日

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 85,382 ― ― 85,382

合計 85,382 ― ― 85,382

自己株式     

普通株式（注） 142 5 ― 147

合計 142 5 ― 147

 （注）普通株式の自己株式の株式数増５千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 256 3 平成21年３月31日平成21年6月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 256 利益剰余金 3 平成22年３月31日平成22年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 10,717百万円

譲渡性預金 120　〃

預入期間が３か月を超える定期預金 △5　〃

現金及び現金同等物 10,832百万円

現金及び預金勘定 11,881百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5　〃

現金及び現金同等物 11,876百万円

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

主な資産及び負債の内訳

　２　　　　　　　　―――――――

流動資産 234百万円

固定資産 2　〃

のれん 82　〃

流動負債 △167　〃

固定負債 △1　〃

㈱モコス・ジャパンの取得価額 150百万円　

㈱モコス・ジャパン現金及び現金

同等物

△65　〃　

差引：㈱モコス・ジャパン取得に

よる支出

85百万円　
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　ファイナンス・リース取引（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー
ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっており、その内容は次のとおりでありま
す。

１　ファイナンス・リース取引（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①リース資産の内容　
　無形固定資産
ソフトウエアであります。

②リース資産の減価償却の方法　
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４
会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっており、その内容は次のとおりであ
ります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 工具、器具及び備品 合計

取得価額相当額 156百万円 156百万円

減価償却累計額相当額 90百万円 90百万円

期末残高相当額 67百万円 67百万円

 工具、器具及び備品 合計

取得価額相当額 156百万円 156百万円

減価償却累計額相当額 139百万円 139百万円

期末残高相当額 17百万円 17百万円

②　未経過リース料期末残高相当額等
　　未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等
　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 51百万円
１年超 17　〃

計 68百万円

１年内 17百万円
１年超 ―　〃

計 17百万円
③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償
却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償
却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 52百万円
減価償却費相当額 50　〃
支払利息相当額 2　〃

支払リース料 52百万円
減価償却費相当額 50　〃
支払利息相当額 1　〃

④　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

⑤　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法
同左

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）
同左

２　オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

１年内 504百万円
１年超 3,024　〃

計 3,528百万円

１年内 504百万円
１年超 2,520　〃

計 3,024百万円
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、資金調達については主として銀行から

の借入により調達しております。デリバティブ取引は、リスク回避、およびコスト削減のために利用し、投機的な

取引は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形・売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外との取引等で生じる

外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形・買掛金等は１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為替

の変動リスクに晒されております。

　借入金は運転資金等の必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後４年10ヶ月であり

ます。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利

用してヘッジしております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の

評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する

事項 (6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

　① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信規程に従い、営業債権について、信用調査や財務分析等により取引先の信用力を適正に評価し、

取引の可否を判断して財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社

についても、当社の与信規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

　② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社の営業債権や営業債務には外貨建てのものがありますが、恒常的に外貨建ての営業債務は外貨建ての営

業債権範囲内であります。また外貨建ての営業債権は、そのほとんどが短期の決済案件であり、為替の変動リ

スクはほとんどないと考えられるため、為替予約等は実施しておりません。また、当社は、借入金に係る支払金

利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当部署

が決裁担当者の承認を得て行ない、取引実績は、３ヶ月ごとに経営会議に報告しております。

　なお、連結子会社についても、当社に準じて、同様の市場リスク管理を行っております。

　③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は適時、担当部署が資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを

管理しております。連結子会社についても、当社に準じて、同様の管理を行っております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円） 　

(1）現金及び預金 11,881　　　　 11,881 － 　

(2）受取手形及び売掛金 13,064 13,064 － 　

(3）未収入金 131 131 － 　

(4) 投資有価証券　 1,769  1,769 － 　

(5) 長期貸付金　 163  163 － 　

(6) 差入保証金 705 368 △337　　

　資産計 27,712　　　 27,375　 △337　

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円） 　

(1）支払手形及び買掛金 5,157 5,157 － 　

(2）短期借入金(*1) 9,274 9,274 － 　

(3) 未払金　 258　 258 － 　

(4）未払法人税等 131 131 － 　

(5) 長期借入金(*1)(*2)　 5,079　 5,090　 11　　

　負債計 19,900　 19,911　 11　

 デリバティブ取引(*2) － － －　 　

　(*1)長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより短期借入金に計上されたもの（連結貸借対照表計

上額1,091百万円）については、本表では長期借入金として表示しております。

　(*2)デリバティブ取引の金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しております。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

る事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　(5) 長期貸付金

　長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。

　(6) 差入保証金

　本社ビル敷金の時価の算定は、敷金の額から回収が不可能と思われる額を控除した額を、国債の利回りで

割り引いた現在価値により算定しております。その他の敷金については、1件あたりの金額が僅少なため、当

該帳簿価額によっております。
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負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金、 (4)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(5) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされ

ており、当該スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合

理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　 　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 　

非上場株式 28　

関連会社株式 202　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投

資有価証券」には含めておりません。

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 　

営業取引に伴う差入保証金 324　

これらについては、契約期間の定めがないことから将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「(6)差入保証金」には含めておりません。

　　　 ３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 11,881 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 13,064 －　 －　 －　

長期貸付金　 －　 161　　 1　 －　

合計 24,945　 161　 1 －　

 　　　４. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
            

株　式 676 1,016 340

小計 676 1,016 340

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
            

株　式 422 255 △167

その他 13 7 △6

小計 435 262 △173

合計 1,111 1,278 167

 （注）１　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、

投資有価証券評価損148百万円を計上しております。

 　　　２　有価証券の減損処理にあたっては、決算期末日の時価の下落率が50％以上の場合は全て減損処理を行い、下落

率が30～50％の場合は、過去の時価の推移及び発行体の財務状況等により時価の回復可能性を判断し、必

要と認められた額について減損処理を行っております。

２　時価評価されていない有価証券（平成21年３月31日）

その他有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 28

３．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

譲渡性預金 120 － － －

合計 120 － － －

（注）譲渡性預金は、連結貸借対照表において流動資産の「その他」に含めて表示しております。
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当連結会計年度

１．その他有価証券（平成22年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 1,563 913 650

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 196 257 △61

(2）その他 9 13 △4

小計 205 270 △65

合計 1,769 1,184 585

 （注）１　非上場株式（連結貸借対照表計上額　28百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　

 　　　２　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 0 － 5

合計 0 － 5

３．減損処理を行った有価証券

　　　当連結会計年度において、有価証券について91百万円（その他有価証券の株式91百万円）減損処理を行っ

ております。

　なお、減損処理にあたっては、決算期末日の時価の下落率が50％以上の場合は全て減損処理を行い、下落

率が30～50％の場合は、過去の時価の推移及び発行体の財務状況等により時価の回復可能性を判断し、必

要と認められた額について減損処理を行っております。　
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度　

１　取引の状況に関する事項（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

①取引の内容及び利用目的等

連結財務諸表提出会社は長期借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行ってお

ります。

②取引に対する取組方針

連結財務諸表提出会社は、長期借入金の金利変動リスクを回避するために、変動金利を固定金利に変換す

る目的で金利スワップ取引を利用しております。なお、投機目的の取引は一切行わない方針であります。

③取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引については、将来の市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、契約先は大

手金融機関であり、契約不履行に係る信用リスクは現状ではほとんどないと判断しております。

④取引に係るリスク管理体制

連結財務諸表提出会社のデリバティブ取引の実行及び管理は「デリバティブ取引管理規程」に基づき、

管理統括部経理部にて担当しております。デリバティブ取引の契約に際しては「取締役会規程」、「共通

職務権限基準」に定められた方法により決定後実行され、以後定期的に取締役会等にリスク管理状況が

報告されます。 

⑤取引の時価等に関する補足説明

該当事項はありません。

２　取引の時価等に関する事項（平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　（注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

当連結会計年度

１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等　

（百万円）　

契約額等のうち

１年超

（百万円）　

時価　

(百万円)　

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取

引
    

変動受取・固定

支払
　長期借入金 5,079　  3,988　(注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　退職給付制度の概要

連結財務諸表提出会社は適格退職年金制度を、国内連

結子会社は主に退職一時金制度を設けております。ま

た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合

があります。なお、海外連結子会社は確定拠出型年金制

度を設けております。

１　退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △12,359百万円

年金資産残高 4,677〃

会計基準変更時差異の未処理額 754〃

未認識数理計算上の差異 1,914〃

退職給付引当金 △5,015百万円

退職給付債務 △12,183百万円

年金資産残高 6,219〃

未認識数理計算上の差異 849〃

退職給付引当金 △5,115百万円

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 575百万円

利息費用 277〃

期待運用収益 △46〃

会計基準変更時差異処理額 754〃

数理計算上の差異の費用処理額 237〃

退職給付費用合計 1,797百万円

勤務費用 576百万円

利息費用 276〃

期待運用収益     － 〃

会計基準変更時差異処理額 754〃

数理計算上の差異の費用処理額 394〃

退職給付費用合計 1,999百万円

４　退職給付債務等の基礎率等に関する事項 ４　退職給付債務等の基礎率等に関する事項

期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.3％

期待運用収益率 1.0％

期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.3％

期待運用収益率 0.0％

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（10年）による定率法によ

り、翌連結会計年度から費用処理しております。

会計基準変更時差異の処理年数は10年としておりま

す。

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（10年）による定率法によ

り、翌連結会計年度から費用処理しております。

会計基準変更時差異の処理年数は10年としておりま

す。 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

(1）流動の部 (1）流動の部
繰延税金資産      

賞与引当金 354百万円
たな卸資産評価損 318〃
たな卸資産未実現利益 161〃
貸倒引当金超過額 56〃
その他 91〃

小計 980百万円
評価性引当額 △322〃

繰延税金負債との相殺 △15百万円

繰延税金資産合計 643百万円

      
繰延税金負債      
未収還付事業税 △15百万円

小計 △15百万円
繰延税金資産との相殺 15〃

繰延税金負債合計 △0百万円

繰延税金資産の純額 643百万円

繰延税金資産      

賞与引当金 280百万円
たな卸資産評価損 321〃
たな卸資産未実現利益 122〃
貸倒引当金超過額 5 〃
その他 82〃

小計 810百万円
評価性引当額 △265〃

繰延税金負債との相殺 △5百万円

繰延税金資産合計 540百万円

      
繰延税金負債      
未収還付事業税 △5百万円
その他 △0百万円

小計 △6百万円
繰延税金資産との相殺 5 〃

繰延税金負債合計     △0百万円

繰延税金資産の純額 540百万円

(2）固定の部 (2）固定の部
繰延税金資産      
退職給付引当金 2,026百万円
ソフトウェア償却超過額 309〃
役員退職慰労引当金 94〃
投資有価証券評価損 79〃
その他 54〃

小計 2,562百万円
評価性引当額 △368〃

繰延税金負債との相殺 △74〃

繰延税金資産合計 2,120百万円

      
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金 △74百万円
その他 △1 〃

小計 △75百万円
繰延税金資産との相殺 74〃

繰延税金負債合計 △1百万円

繰延税金資産の純額 2,120百万円

繰延税金資産      
退職給付引当金 2,068百万円
ソフトウェア償却超過額 265〃
投資有価証券評価損 114〃
役員退職慰労引当金 97〃
その他 55〃

小計 2,598百万円
評価性引当額 △386〃

繰延税金負債との相殺 △206〃

繰延税金資産合計 2,005百万円

      
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金 △206百万円
その他 △1百万円

小計 △207百万円
繰延税金資産との相殺 206〃

繰延税金負債合計     △1百万円

繰延税金資産の純額 2,004百万円

　

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。　

　流動資産－繰延税金資産　　　　　540

　固定資産－繰延税金資産　　　　2,005

　流動負債－その他　　　　　　　　△0

　固定負債－その他　　　　　　　　△1　
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前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％
（調整）      
交際費等永久に損金に算入され
ない項目

1.6％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.0％

住民税均等割等 3.0％
試験研究費税額控除 △4.7％
持分法投資損益 1.9％
評価性引当額 22.4％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

63.7％

　

法定実効税率 40.5％
（調整）      
交際費等永久に損金に算入され
ない項目

1.5％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.6％

住民税均等割等 3.9％
試験研究費税額控除 △2.6％
持分法投資損益 △1.5％
評価性引当額 △3.2％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

38.0％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
船舶港湾
機器事業
(百万円)

油空圧
機器事業
(百万円)

流体
機器事業
(百万円)

防衛・通信
機器事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                                 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高 12,63411,8902,367 14,2274,42845,546 － 45,546

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
98 92 1 50 1,852 2,093(2,093)－

計 12,73211,9832,368 14,2766,27947,639(2,093)45,546

営業費用 11,54611,6132,040 14,9156,00146,115(2,093)44,023

営業利益又は営業損失（△） 1,187 369 328 △639 278 1,524 (－)　 1,524

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出                                 

資産 6,107 9,611 1,757 15,6827,67340,8308,84149,672

減価償却費 102 320 15 621 136 1,194 － 1,194

資本的支出 148 248 9 267 127 798 － 798

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。
２　各事業の主な製品等
(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器
(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置
(3）流体機器事業…………流体機器
(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器
(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか
３　当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（12,443 百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社
での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

５　会計方針の変更
　（棚卸資産の評価に関する会計基準）
　当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表
分）を適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　（リース取引に関する会計基準）
　当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会
計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））を適用しております。これによるセグメント情報に与える影響はありません。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
船舶港湾
機器事業
(百万円)

油空圧
機器事業
(百万円)

流体
機器事業
(百万円)

防衛・通信
機器事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                                 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高 10,3568,315 2,159 14,4323,98039,243 － 39,243

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
123 57 － 156 1,235 1,571(1,571)－

計 10,4798,372 2,159 14,5885,21540,814(1,571)39,243

営業費用 9,806 8,926 1,891 14,0715,09839,791(1,571)38,220

営業利益又は営業損失（△） 673 △553 269 518 116 1,023 (－) 1,023

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出                                 

資産 5,552 8,609 1,550 14,6237,64137,9759,80347,778

減価償却費 99 339 12 580 118 1,147 － 1,147

資本的支出 31 63 11 93 64 262 － 262

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。
２　各事業の主な製品等
(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器
(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置
(3）流体機器事業…………流体機器
(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器
(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか
３　当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（12,855 百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社
での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。
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【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び資産の合計額に占める本国の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。

　当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び資産の合計額に占める本国の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 5,636 827 1,301 82 7,847

Ⅱ　連結売上高                 45,546

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
12.4 1.8 2.9 0.2 17.2

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……………韓国、中国、シンガポール

(2）欧州………………ノルウェー、トルコ、オランダ

(3）米州………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域……ニュージーランド、南アフリカ

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 4,530 433 990 567 6,520

Ⅱ　連結売上高                 39,243

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
11.5 1.1 2.5 1.4 16.6

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……………中国、韓国、台湾

(2）欧州………………トルコ、ギリシャ、オランダ

(3）米州………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域……ニュージーランド、南アフリカ
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 氏名 所在地
資本金
（百万円）

職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
(%)

関連当事者
との関係

 
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員 川井　昭陽 ― ―

当社取締役

三菱重工業㈱

代表取締役

（常務執行役員）

（被所有）

―

当社製品の

販売、部品

の仕入

三菱重工

業㈱との

営業取引

当社製品

の販売
617売掛金 194

部品の仕

入
48買掛金 47

　（注）１　取引条件ないし取引条件の決定方法等は一般取引先と同様であります。

２　三菱重工業㈱との取引はいわゆる第三者のための取引であります。

３　川井昭陽は、平成20年６月27日付で当社取締役に就任しており、取引金額については当社就任日から当連結会

計年度末までの取引につき記載しております。

４　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 氏名 所在地
資本金
（百万円）

職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
(%)

関連当事者
との関係

 
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員 川井　昭陽 ― ―

当社取締役

三菱重工業㈱

代表取締役

（常務執行役員）

（被所有）

―

当社製品の

販売、部品

の仕入

三菱重工

業㈱との

営業取引

当社製品

の販売
891

売掛金

前受金

　

162

0

部品の仕

入
107買掛金 93

　（注）１　取引条件ないし取引条件の決定方法等は一般取引先と同様であります。

２　三菱重工業㈱との取引はいわゆる第三者のための取引であります。

３　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

有価証券報告書

63/96



（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額             229.27円                  236.61円

１株当たり当期純利益金額 　　　　　     4.89円 　　　　　         6.73円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
潜在株式がないため記載して

おりません。

同左

 

　（注）１　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益（百万円） 417 573

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 417 573

普通株式の期中平均株式数（千株） 85,247 85,237

 　　　２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,737 20,385

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 194 218

（うち少数株主持分） (194) (218)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,543 20,167

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
85,240 85,235
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 10,874 9,274 1.07 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,363 1,091 1.57 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 5 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 4,079 3,988 1.56
平成23年４月～

平成27年１月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － 14 －
平成23年４月～

平成25年12月

その他有利子負債 － － － －

合計 16,316 14,372 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均率を記載しております。

　　　　２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,762 571 420 235

リース債務 5 5 3 －

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円） 7,754 9,857 8,949 12,683

税金等調整前四半期純

利益金額又は税金等調

整前四半期純損失金額

（△）（百万円）

△545 △116 △30 1,661

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額

（△）（百万円）

△376 △57 △61 1,067

１株当たり四半期純利

益金額又は１株当たり

四半期純損失金額

（△）（円）

△4.42 △0.67 △0.71 12.52
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,219 8,640

受取手形 ※2
 3,482

※2
 2,990

売掛金 ※2
 9,628

※2
 9,012

商品及び製品 1,127 894

仕掛品 4,771 4,361

原材料及び貯蔵品 4,460 4,402

前渡金 140 23

前払費用 97 230

繰延税金資産 393 348

関係会社短期貸付金 146 30

未収入金 567 153

その他 142 146

貸倒引当金 △10 △8

流動資産合計 33,162 31,222

固定資産

有形固定資産

建物 11,852 11,855

減価償却累計額 △9,597 △9,756

建物（純額） 2,255 2,099

構築物 804 804

減価償却累計額 △721 △733

構築物（純額） 83 71

機械及び装置 13,281 13,317

減価償却累計額 △11,994 △12,270

機械及び装置（純額） 1,287 1,047

車両運搬具 50 50

減価償却累計額 △46 △48

車両運搬具（純額） 3 2

工具、器具及び備品 8,180 8,141

減価償却累計額 △7,627 △7,758

工具、器具及び備品（純額） 553 382

土地 1,871 1,871

リース資産 34 34

減価償却累計額 △2 △9

リース資産（純額） 31 24

建設仮勘定 97 30

有形固定資産合計 6,181 5,527

無形固定資産

のれん 33 －

その他 9 7

無形固定資産合計 41 7
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,281 1,777

関係会社株式 669 659

関係会社長期貸付金 182 150

破産更生債権等 5 6

長期前払費用 49 42

差入保証金 1,023 1,017

繰延税金資産 1,985 1,864

その他 46 46

貸倒引当金 △45 △45

投資その他の資産合計 5,196 5,516

固定資産合計 11,418 11,050

資産合計 44,580 42,272

負債の部

流動負債

支払手形 904 674

買掛金 ※2
 5,510

※2
 5,329

短期借入金 11,431 9,559

リース債務 8 7

未払金 272 262

未払費用 1,300 1,183

未払法人税等 17 33

前受金 97 102

預り金 192 190

賞与引当金 749 590

その他 16 8

流動負債合計 20,496 17,937

固定負債

長期借入金 2,779 2,688

リース債務 29 20

退職給付引当金 4,668 4,757

役員退職慰労引当金 157 160

固定負債合計 7,632 7,625

負債合計 28,128 25,563
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,218 7,218

利益剰余金

利益準備金 145 171

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 9,027 8,972

利益剰余金合計 9,172 9,142

自己株式 △26 △27

株主資本合計 16,364 16,333

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 89 376

評価・換算差額等合計 89 376

純資産合計 16,453 16,709

負債純資産合計 44,580 42,272
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 ※1
 37,742

※1
 32,561

商品売上高 2,367 1,321

売上高合計 40,109 33,882

売上原価

製品期首たな卸高 595 538

商品期首たな卸高 112 28

当期製品製造原価 ※2
 29,637

※2
 25,512

当期商品仕入高 1,882 1,126

合計 32,225 27,205

製品期末たな卸高 538 404

商品期末たな卸高 28 60

合計 566 464

売上原価合計 31,659 26,741

売上総利益 8,449 7,141

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 579 429

販売手数料 386 362

特許権使用料 156 97

役員報酬 150 116

退職給付費用 518 571

賞与引当金繰入額 366 238

役員退職慰労引当金繰入額 57 36

給料及び賃金 1,306 1,244

福利厚生費 77 90

旅費及び交通費 283 240

賃借料 370 360

事務委託費 697 330

減価償却費 46 46

研究開発費 ※2
 2,050

※2
 2,192

その他 1,035 912

販売費及び一般管理費合計 8,076 7,263

営業利益又は営業損失（△） 373 △122

営業外収益

受取利息 38 22

受取配当金 ※1
 196

※1
 199

設備賃貸料 ※1
 486

※1
 470

その他 ※1
 210 219

営業外収益合計 930 911
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業外費用

支払利息 172 158

設備賃貸費用 246 227

その他 70 25

営業外費用合計 488 411

経常利益 815 378

特別利益

固定資産売却益 ※3
 2 －

投資有価証券売却益 － 25

貸倒引当金戻入額 17 2

特別利益合計 19 27

特別損失

固定資産除売却損 ※4
 22

※4
 8

投資有価証券評価損 147 91

関係会社株式評価損 54 －

特別損失合計 223 99

税引前当期純利益 611 307

法人税、住民税及び事業税 130 47

法人税等調整額 234 34

法人税等合計 364 81

当期純利益 247 226
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  12,67540.8 10,72840.4
Ⅱ　労務費  7,278 23.4 6,814 25.6
Ⅲ　製造経費 (注1) 11,10135.8 9,024 34.0
当期総製造費用  31,054100.0 26,566100.0
半製品仕掛品期首棚卸高  5,368     5,332     
合計  36,422    31,898    

他勘定振替高 (注2) 1,453     1,594     
半製品仕掛品期末棚卸高  5,332     4,792     
当期製品製造原価  29,637    25,512    

                  

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

注１ 製造経費の主な内訳は次のとおりであります。 製造経費の主な内訳は次のとおりであります。

 外注加工費 4,790百万円

外注工事代 1,106　〃

減価償却費 767　〃

計 6,663百万円

外注加工費 3,328百万円

外注工事代 1,062　〃

減価償却費 756　〃

計 5,146百万円

注２ 他勘定振替高は次のとおりであります。 他勘定振替高は次のとおりであります。

 建設仮勘定へ振替 26百万円

研究開発費へ振替 1,320　〃

固定資産へ振替 106　〃

その他 2　〃

計 1,453百万円

建設仮勘定から振替 △67百万円

研究開発費へ振替 1,541　〃

固定資産へ振替 124　〃

その他 △3　〃

計 1,594百万円

原価計算の方法

原価計算方式は原則として個別原価計算法によっております。労務費及び製造経費は予定配賦を行い、予定額と

実際発生額との差額は期末において調整を行っております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,218 7,218

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,218 7,218

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 102 145

当期変動額

利益準備金の積立 43 26

当期変動額合計 43 26

当期末残高 145 171

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 9,249 9,027

当期変動額

利益準備金の積立 △43 △26

剰余金の配当 △426 △256

当期純利益 247 226

当期変動額合計 △221 △56

当期末残高 9,027 8,972

利益剰余金合計

前期末残高 9,351 9,172

当期変動額

利益準備金の積立 － －

剰余金の配当 △426 △256

当期純利益 247 226

当期変動額合計 △179 △30

当期末残高 9,172 9,142

自己株式

前期末残高 △23 △26

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

当期変動額合計 △3 △1

当期末残高 △26 △27

株主資本合計

前期末残高 16,546 16,364

当期変動額

剰余金の配当 △426 △256

当期純利益 247 226

自己株式の取得 △3 △1

当期変動額合計 △182 △31

当期末残高 16,364 16,333
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 653 89

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△564 287

当期変動額合計 △564 287

当期末残高 89 376

評価・換算差額等合計

前期末残高 653 89

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△564 287

当期変動額合計 △564 287

当期末残高 89 376

純資産合計

前期末残高 17,199 16,453

当期変動額

剰余金の配当 △426 △256

当期純利益 247 226

自己株式の取得 △3 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △564 287

当期変動額合計 △746 256

当期末残高 16,453 16,709
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【重要な会計方針】

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品及び製品、仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

(1）商品及び製品、仕掛品

同左

 (2）原材料及び貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(2）原材料及び貯蔵品

同左

 （会計方針の変更）

当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

―――――――

３　固定資産の減価償却方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については定

額法によっております。その他の有形

固定資産については定率法によってお

ります。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　８年～65年

機械及び装置　　　　４年～11年

工具、器具及び備品　２年～15年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、のれんについては５年間の定額

法によっております。

(2）無形固定資産

同左
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前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(3）リース資産

同左

４　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため、

過去の支給実績を勘案し当事業年度に

負担すべき支給見込額を計上しており

ます。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末に発生していると認められる額を計

上しております。

会計基準変更時差異（7,537百万円）

については、10年による均等額を費用

処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定率法により、翌事業

年度から費用処理しております。

(3）退職給付引当金

同左　

　

 ――――――― （会計方針の変更）

　当事業年度より、「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）（企業

会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

 (4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左
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前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

５　収益及び費用の計上基準 ――――――― 工事契約に係る収益及び費用の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事契約

については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を適用し、

その他の工事契約については、工事完

成基準を適用しております。

（会計方針の変更）

　工事契約に係る収益の計上基準　につ

いては「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月

27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第18号　平成19年12月27日）を当事

業年度より適用し、当事業年度に着手

した工事契約から、当事業年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

６　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

７　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 長期借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で一部金利スワップ取引を利用

し、ヘッジ会計を適用しております。金

利スワップは特例処理の要件を満たし

ているので特例処理を採用しておりま

す。

(1）ヘッジ会計の方法 

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお

りであります。

 ヘッジ手段……金利スワップ

 ヘッジ対象……長期借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ方針

 デリバティブ取引に関する権限規程及

び取引限度額等を定めた内部規程に基

づき、ヘッジ対象に係る金利変動リス

クを一定の範囲内でヘッジしておりま

す。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要件を満た

しているので、有効性の評価を省略し

ております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

 　

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

有価証券報告書

76/96



 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

 (2）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(2）連結納税制度の適用

同左

　

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

―――――――

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「ソフト

ウェア」（当期0百万円）は、総資産の合計額の100分

の１以下となったため、無形固定資産の「その他」に

含めて表示しております。

―――――――
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

　１　保証債務 　１　保証債務

従業員の借入金に対する支払保証   10百万円

関係会社東京計器インフォメー

ションシステム㈱の短期借入金及

び長期借入金に対する連帯保証

1,946　〃

関係会社東京計器コンストラク

ションシステム㈱の短期借入金に

対する連帯保証

130　〃

計 2,086百万円

従業員の借入金に対する支払保証 12百万円

関係会社東京計器インフォメー

ションシステム㈱の短期借入金及

び長期借入金に対する連帯保証

1,946　〃

関係会社東京計器コンストラク

ションシステム㈱の短期借入金に

対する連帯保証

130　〃

計 2,089百万円

※２　関係会社に係る注記 ※２　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 2,559百万円

買掛金 3,381　〃

受取手形及び売掛金 2,122百万円

買掛金 3,013　〃

その他の負債 507　〃

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　関係会社との取引は以下のとおりであります。 ※１　関係会社との取引は以下のとおりであります。

売上高 8,463百万円

受取配当金 139　〃

設備賃貸料 478　〃

その他営業外収益 95　〃

売上高 7,305百万円

受取配当金 163　〃

設備賃貸料 464　〃

　 　

※２　研究開発費の総額は次のとおりであります。 ※２　研究開発費の総額は次のとおりであります。

一般管理費及び当期製造費用に含

まれる研究開発費
2,446百万円

一般管理費及び当期製造費用に含

まれる研究開発費
2,357百万円

※３　固定資産売却益の主なものは、工具、器具及び備品の

売却によるものであります。

　３　　　　　　　　―――――――　

※４　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

建物除却損 0百万円

構築物除却損 1　〃

機械及び装置除却損 14　〃

車両運搬具除却損 0　〃

工具、器具及び備品除却損 7　〃

計 22百万円

建物除却損   2百万円

機械及び装置除却損  2　〃

工具、器具及び備品除却損  4　〃

計     8百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

普通株式（注） 125 17 － 142

合計 125 17 － 142

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加17千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

普通株式（注） 142 5 － 147

合計 142 5 － 147

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　防衛・通信機器事業における計測機器（機械及び装

置）やその他の事業における事務機器（工具、器

具及び備品）であります。

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　　重要な会計方針「３　固定資産の減価償却方法」に記

載のとおりであります。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。

②　リース資産の減価償却の方法

同左

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  
機械及び装

置
  

工具、器具及び

備品
 合計

取得価額相当額  264百万円  456百万円 720百万円

減価償却累計額相

当額
 140　〃   270　〃  411　〃

期末残高相当額  124百万円  185百万円 309百万円

  
機械及び装

置
  

工具、器具及び

備品
 合計

取得価額相当額  202百万円  395百万円 597百万円

減価償却累計額相

当額
 107　〃   281　〃  387　〃

期末残高相当額  95百万円  114百万円 210百万円

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 127百万円

１年超 199　〃

計 326百万円

１年内  96百万円

１年超 124　〃

計 220百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 161百万円

減価償却費相当額 143　〃

支払利息相当額 18　〃

支払リース料 150百万円

減価償却費相当額 132　〃

支払利息相当額 13　〃

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

２　オペレーティング・リース取引 ２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 504百万円

１年超 3,024　〃

計 3,528百万円

１年内 504百万円

１年超 2,520　〃

計 3,024百万円
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式608百万円、関連会社株式50百万円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

(1）流動の部 (1）流動の部

繰延税金資産      

賞与引当金 303百万円

たな卸資産評価損 297〃

その他 60〃

小計 660百万円

評価性引当額 △253百万円

繰延税金負債との相殺 △15百万円

繰延税金資産合計 393百万円

      

繰延税金負債      

還付事業税 △15百万円

小計 △15百万円

繰延税金資産との相殺 15百万円

繰延税金負債合計 －百万円

繰延税金資産の純額 393百万円

繰延税金資産      

賞与引当金 239百万円

たな卸資産評価損 296〃

その他 60〃

小計 595百万円

評価性引当額 △247百万円

繰延税金資産合計 348百万円

繰延税金資産の純額 348百万円

(2）固定の部 (2）固定の部

繰延税金資産      

退職給付引当金 1,890百万円

ソフトウェア償却超過額 309〃

関係会社株式評価損 113〃

投資有価証券評価損 77〃

役員退職慰労引当金 63〃

その他 42〃

小計 2,495百万円

評価性引当額 △436百万円

繰延税金負債との相殺 △74百万円

繰延税金資産合計 1,985百万円

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △74百万円

小計 △74百万円

繰延税金資産との相殺 74百万円

繰延税金負債合計 －百万円

繰延税金資産の純額 1,985百万円

繰延税金資産      

退職給付引当金 1,927百万円

ソフトウェア償却超過額 264〃

関係会社株式評価損 113〃

投資有価証券評価損 112〃

役員退職慰労引当金 65〃

その他 42〃

小計 2,522百万円

評価性引当額 △452百万円

繰延税金負債との相殺 △205百万円

繰延税金資産合計 1,864百万円

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △205百万円

小計 △205百万円

繰延税金資産との相殺 205百万円

繰延税金負債合計 －百万円

繰延税金資産の純額 1,864百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.7％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△10.6％

住民税均等割等 5.5％

試験研究費の特別控除 △9.7％

評価性引当額 31.1％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

59.5％

　

法定実効税率 40.5％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

4.0％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△22.9％

住民税均等割等 11.0％

試験研究費の特別控除 △8.1％

評価性引当額 1.9％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

26.4％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額       193.01円             196.03円

１株当たり当期純利益金額      2.90円          2.65円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
潜在株式がないため記載して

おりません。

同左

 

　（注）１　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益（百万円） 247 226

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 247 226

普通株式の期中平均株式数（千株） 85,247 85,237

 　　　 ２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 16,453 16,709

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 16,453 16,709

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
85,240 85,235
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 569,060 279

㈱商船三井 359,310 241

㈱オーバル 1,309,000 178

ニッセイ同和損害保険㈱ 338,319 163

㈱横浜銀行 314,562 144

極東証券㈱ 100,000 88

㈱みなと銀行 665,000 82

㈱アイチコーポレーション 170,239 69

英和㈱ 246,840 57

三菱電機㈱ 60,000 52

その他株式40銘柄 1,398,882 414

計 5,531,213 1,768

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

（投資信託受益証券）         

証券投資信託受益証券（１銘柄） 2,000 9

計 2,000 9

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

有価証券報告書

84/96



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産                             

建物 11,852 29 26 11,855 9,756 182 2,099

構築物 804 － － 804 733 12 71

機械及び装置 13,281 94 57 13,317 12,270 331 1,047

車両運搬具 50 － － 50 48 1 2

工具、器具及び備品 8,180 133 172 8,141 7,758 299 382

土地 1,871 － － 1,871 － － 1,871

リース資産 34 － － 34 9 7 24

建設仮勘定 97 57 124 30 － － 30

有形固定資産計 36,167 312 379 36,101 30,574 831 5,527

無形固定資産                             

のれん － － － － － 33 －
その他 － － － 9 1 1 7

無形固定資産計 － － － 9 1 34 7

長期前払費用 60 14 15 59 17 19 42

（注）無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 55 － － 2 53

賞与引当金 749 590 749 － 590

役員退職慰労引当金 157 36 33 － 160

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、対象となった債権の回収による取崩額０百万円、洗替による戻入２

百万円であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2

預金の種類     

当座預金 6,063

普通預金 60

定期預金 2,505

別段預金 2

外貨預金 8

計 8,638

合計 8,640

②　受取手形

相手先 金額（百万円） 期日別 金額（百万円）

TOKIMEC KOREA POWER　

CONTROL CO.,LTD.
266 平成22年４月 787

㈱豊國 222 ５月 597

英和㈱ 177 ６月 648

㈱マヤテック 160 ７月 531

㈱アイチコーポレーション 149 ８月 305

その他 2,017 ９月 122

合計 2,990 合計 2,990

 

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

有価証券報告書

86/96



③　売掛金

相手先 金額（百万円）

東京計器アビエーション㈱ 918

海上保安庁 794

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱（一括支払信託） 599

東京計器カスタマーサービス㈱ 556

日本電気㈱ 515

その他 5,630

合計 9,012

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

9,628 35,283 35,899 9,012 79.9 96

　（注）上記金額には消費税等が含まれております。

④　商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

区分
商品及び製品
（百万円）

仕掛品 
（百万円）

原材料及び貯蔵品
（百万円）

合計
（百万円）

船舶港湾機器事業 321 303 580 1,203

油空圧機器事業 460 292 1,061 1,813

流体機器事業 40 13 177 230

防衛・通信機器事業 21 3,532 2,439 5,992

その他の事業 52 222 146 419

合計 894 4,361 4,402 9,658
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⑤　支払手形

相手先 金額（百万円） 期日別 金額（百万円）

ジャパン・ハムワージ㈱ 89 平成22年４月 192

㈱スガサワ 49 ５月 159

㈱タモット 42 ６月 177

㈱豊國 17 ７月 143

南川商事㈱ 16 ８月 －

その他 461 ９月 2

合計 674 合計 674

⑥　買掛金

相手先 金額（百万円）

東京計器アビエーション 322

沖ソフトウエア㈱ 252

東京計器カスタマーサービス㈱ 227

㈱北澤電機製作所 110

㈱タカコ 98

その他 4,321

合計 5,329

　

⑦　短期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 2,112

㈱横浜銀行 1,847

㈱みなと銀行 1,122

農林中央金庫 1,104

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,052

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 731

㈱肥後銀行 500

１年内返済予定の長期借入金 1,091

合計 9,559
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⑧　長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 1,308

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 353

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 279

㈱横浜銀行 228

㈱みなと銀行 175

その他 345

合計 2,688

　（注）１年内返済予定の長期借入金は、短期借入金に含めて記載しております。

⑨　退職給付引当金

 区分 金額（百万円）

退職給付債務 11,814

年金資産残高 △6,207

未認識数理計算上の差異 △849

合計 4,757

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

  

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
  

──────

買取手数料 当社の株式取扱規則に定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及び

その添付書類並びに

確認書

事業年度

（第78期）

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

平成21年６月29日

関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及び

その添付書類　

　

　

　

　

平成21年６月29日

関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確

認書

（第79期第１四半期）

 

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

平成21年８月11日

関東財務局長に提出

  （第79期第２四半期）

 

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

平成21年11月12日

関東財務局長に提出

  （第79期第３四半期）

 

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

平成22年２月12日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成21年６月26日

東京計器株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　眞一　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日下　靖規　　　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東京計器株式会社（旧会社名　株式会社トキメック）の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京計器

株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東京計器株式会社の平成21年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、東京計器株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年６月29日

東京計器株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日下　靖規　　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　洋　　　　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東京計器株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京計器

株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東京計器株式会社の平成22年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、東京計器株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成21年６月26日

東京計器株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　眞一　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日下　靖規　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東京計器株式会社（旧会社名　株式会社トキメック）の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第78期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京計器株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年６月29日

東京計器株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日下　靖規　　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　洋　　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東京計器株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第79期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京計器株式

会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類
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